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論 文 要 旨 
近年の過疎・高齢化や財政面での制約条件の高まり、より多様な生活の質向上に対する希求の中
で、重要な社会資本としての道路交通の役割、整備のあり方の見直しが強く求められている。そこ
で、本論文は、地方部を対象として、従来までの道路交通の効率性重視、ともすれば全国一律的な
整備のあり方の見直しを前提に、地方部における道路交通の性能や機能面のあり方に着目し、特に
非定常時における地理的かつ社会的な諸条件ならびに利用者や管理運用面の主観的な意識などの地
域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向を提示することを目的としたものである。 
なお、本論文は６章で構成した。 
第１章では、序論として本論文の背景を述べるとともに、研究の視点と特徴として地方部の道路
交通環境を取り巻く諸課題の中で、積雪地域の安定した道路交通サービスの提供、過疎・高齢化の
深刻な地域の道路交通環境の改善、自然災害に対する道路の安全性等を取り上げた。また、研究の
位置づけを明らかにし、具体的な目的と構成について示した。 
第２章では、地方部の多様な地理的条件の中で気象条件による道路交通環境の違いに着目し、特
に、積雪時に見舞われる地域を対象として、利用者視点を明示的に反映した望ましい冬期道路交通
サービスを提供するために、道路交通環境の管理運用に関連した施策や事業を評価する上で必要と
なる評価指標の提案、ならびにこれに基づく有用な整備方向を検討した。その結果、利用者視点か
らみた冬期道路交通環境における重要項目を明確化し、これに対する利用者意識と行政対応の関係
の定量化から、地域実態の反映として特に利用者意識を考慮した評価指標を提案した。そして、提
案した指標のウエイト付けによる冬期道路交通環境の整備レベルの設定と、このレベルを用いた整
備方向を検討し、積雪地域の道路交通環境の効果的な管理運用に対する利用者のニーズをより満た
すことができる評価指標の有用性を示した。 
第３章では、地方部の多様な社会的条件として、過疎・高齢化が深刻な地域での道路交通の役割
に着目し、地域住民が求めている生活環境と定住意向の関連性の把握により、過疎・高齢化地域に
おける社会的な脆弱さの改善あるいは克服につながる、生活基盤としての道路交通環境の整備方向
について検討した。その結果、生活環境における各生活関連サービス施設の立地条件や移動環境の
改善の重要性を明確化し、様々な生活環境に対する満足度を高めることが定住意向の向上につなが
るといった両者間の関連性を明らかにした。そしてこれらを踏まえて生活環境における道路交通環
境の整備・管理を中心とした段階的な改善方向を示し、過疎・高齢化が進む農山村地域住民の定住
意識の向上につながる道路交通環境の整備方向を提示した。 
 
第４章では、安全で安心な地域形成にあたっては、安定した道路交通サービスの確保と維持が重
要であることに着目し、道路交通の安全性といった観点から自然災害と地域条件との関係を評価す
るために、地方部を対象として自然災害履歴ならびに道路交通の実態について把握し、その安全性
の評価を行った。その結果、各地域の重要な自然災害の種類としてとくに「風水害」と「地震」が
取り上げられ、これらに対する道路の区間別のリスクの程度による独自かつ定量的な安全性の評価
基準を考案した。そして、福井県内の道路網への適用を通して、道路の安全性確保の観点から、こ
れを基準にした相対的な危険区間の判定と、整備の重点的区間の抽出において有用であることを検
証した。 
第５章では、地方部におけるより幅広い事例を取り入れた視点の拡大のために、道路交通環境の
水準が日本と異なる韓国の地方部における事例研究を行った。ここでは、これからの韓国の農村地
域における道路の量的拡大を含めた道路交通環境を改善するために、地域住民のニーズや視点を取
り入れた、これからの韓国の農村地域における道路交通環境の改善課題を検討している。その結果、
農村地域の道路交通環境における問題点と、その改善の重要性を明確化し、道路の量的かつ構造的
整備と、それに対する地域住民の満足度は一致していないといった関連性を明らかにした。そして、
地域住民の視点からみた道路交通環境の改善のための三つの目標レベルの設定と具体的な道路交通
環境の改善課題を提示し、道路交通環境の質的向上を優先した効果的な改善方向を明示した。 
第６章では、本論文のまとめとして、地方部の道路交通環境における非定常時の地域実態（地理
的かつ社会的な諸条件ならびに利用者や管理運用面の主観的な意識など）を考慮した評価と整備方
向を提示するとともに、今後に残された課題について述べた。 
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－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
第１章 序 論 
１－１ 研究の背景 
戦後の劣悪な状態から始まった道路整備は、1954 年の第 1 次道路整備五箇年計画の発足ととも
に、自動車交通需要の急速な増大に追従し貧弱な道路ストックの拡充を中心に行われ、全国的な
道路の量的な供給とともに国家経済や社会の発展に大きく貢献してきた。それ以降、近年の生活
水準の向上に伴う社会・経済活動の高度化・多様化といった社会的価値観の変化により、道路の
役割・機能にも多様化がみられている。そのため、従来の限られた国家財源の効果的な活用のも
とに効率性に重点を置いた全国一律的な整備基準の見直しが求められ、道路そのもののみならず
人と車もが安全で円滑に移動できる施設なども含む道路交通を取り巻く様々な環境の質的向上へ
の希求が高まっている1) 2)。 
これに対し、国家政策などでは「社会資本重点整備計画法」が議論され、道路交通が持つ多様
な機能を効率的に発揮できるように、質の高い道路交通サービスを提供するための各種プログラ
ムの策定および目標の明示を通じた計画的な整備を推進している。その結果、今もなお過大な交
通需要による慢性的な交通渋滞、交通事故など、不十分な部分も少なからず存在するが、人口の
多い大都市を中心とした国家的政策・公共資金を動員した道路交通環境の整備とともに、これに
関する様々な研究が行われ既に大きな成果をあげている3)。 
このような状況に中、地方部では、道路の量的ストックの拡充とともに一般的かつ定常的な状
況での道路交通環境に対する全国レベルの整備基準をもとに、道路交通環境の水準が一定段階ま
で向上しつつある。特に、近年の国土交通省の「新道路整備五個年計画」の実施を受け、ようや
く地域レベルの諸活動の効率的な展開や計画的な地域づくり・まちづくりを支援するために、地
域実態を取り入れた地域住民の暮らしやすさの視点から、安全性、快適性、利便性を視野に入れ
たより質の高い道路交通環境を目指している。 
しかし、従来の大都市を中心とした定常的な状況における道路交通環境の全国レベルの整備基
準からみると、地方部は空間形成の規模や人口集積が非常に低く、地域の規模、人口構成、地域
構造などその性格が多種多様であることに加え、近年には豪雪、豪雨、地震などの各種自然災害
の頻発、著しい少子・高齢化による過疎地域や限界地域の出現、そしてこれらによる地域社会の
存続危機など、特殊的かつ非定常的な状況におかれることが多い。そのため、このような地方部
の非定常的な状況における道路交通環境の整備は、全国レベルの一律的な整備基準の適用によっ
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ては十分な採算性が見込み難くその効率も低く位置づけられている。よって、地方部の道路交通
環境の整備に対する公共投資量は圧倒的に少なく、効果的な整備と整備後の評価、そしてこれに
基づいた新たな整備方向の体系が整っていないため、地方部における道路交通環境の質的水準は
更なる格差を広げており、これに対する地域住民の不満の声は高まっている。 
以上により、地方部では、地域の安全・安心な生活空間の整備や医療・福祉の向上など、定住
対策と交流促進のために、社会資本整備において地域社会の威嚇している非定常的な状況におけ
る質の高い道路交通環境の提供が非常に重要となっており、非定常的な状況の道路交通環境を取
り巻く様々な地域実態によってその整備効果が異なることを認識し、これらの地域実態の基盤を
十分に考慮した新たな道路交通環境の評価と整備方向を議論することが重要である。 
 2
－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
１－２ 研究の視点と特徴 
本研究は、前節に述べたように、地方部の非定常時といった全国レベルと異なる次元の問題に
着目し、様々な地域実態における道路交通環境の整備基準に対し、これまでのような「一般解」
だけではなく、それぞれの地域に見合う形のきめ細かな「特殊解」として捉える。すなわち、い
ままで扱われてきた定常時における道路交通環境の整備視点に加え、非定常時といった地域条件
の変化に視点をおき、整備の効率性といった従来の全国レベルの客観的な整備基準の見直しとし
て、様々な道路交通環境に対する実際の利用者や地域住民の主観的な意識構造を地域実態の捉え
方とする。 
そこで、地方部を対象に、幅広い道路交通環境の中でも、人と車もが安全で快適に移動できる
ための道路や歩道などの施設的な要素と、自家用車や公共交通手段を含む各種移動手段的な要素
を道路交通環境とみなし、次にあげるような道路交通環境の整備課題に焦点をあて研究を進める。 
 
第一に、全国的な過疎・高齢化による人口減少時代を迎えている中、特に、地方部では、過疎・
高齢化の深刻な進展によって地域コミュニティの弱体化を招いており、地域の存続さえ危ぶまれ
ている状況にあるともいえる。それにもかかわらず、公共交通機関の衰退に加え、医療・消費な
どの生活関連サービスが希薄なことから、医療、買い物などのサービスを広域的に共有できる連
携・交流基盤の提供として地域社会を支える道路交通環境の整備が不可欠である。そのため、農
村地域や中山間地域など多様な空間構成（農村地域、中山間地域、過疎地域、積雪地域など）を
持つ地方部において、全国土の約 60％を占めている積雪地域や深刻な高齢化・過疎化が進んでい
る農山村地域に視点を絞り、従来の地域構造に起因した道路交通環境の問題点を見出し、よりき
め細かな地域実態や利用者意識を考慮した効率的かつ効果的な道路交通環境の整備が必要である。 
 
第二に、近年の地方部は豪雨災害や震災などの壊滅的な打撃を受けており、成立基盤の破壊が
生じているような状況となっている。しかしながら、地方部の社会基盤として重要な道路交通は、
地域づくりの根幹をなすものであるにも関わらず、需要量の面からの評価が得られにくいため、
その整備の必要性が低く位置づけられている。そのため、多様な空間で構成される地方部の道路
交通環境が地域の安全･安心に与える影響の明確化と、自然災害による被害を量的･質的に軽減す
る効果を示す指標を提起する必要がある。 
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第三に、近年、国土交通省をはじめとした各地方自治体レベルでは、地域が抱えている道路交
通環境の問題点に対して地域実態に相応しい評価指標を提案しつつある。しかし、このような指
標の提案における考え方や過程が必ずしも明確化されておらず、実質的には道路交通環境の整備
に対する地域実態が体系的に反映された指標であるとは言い難い状況にある。そのため、地域実
態の視点を明示的に反映しつつ道路交通環境の整備に関連した施策や事業を評価する上で必要と
なる指標の提案までのプロセスの体系的な検討が必要となる。 
 
なお、本研究では、地方部の道路交通環境に対するより幅広い事例を取り入れた視点の拡大の
ために、日本と異なる地域として韓国の地方部における事例研究を行う。日本では、地方部の安
全・安心な定住のための質の高い道路交通環境が重要とされてきているが、韓国では、国家的な
幹線道路網の拡充に重点をおいているため、都市部と地方部の道路交通環境の水準は深刻な格差
を生じ、それに伴う地方部の人口の過疎化・高齢化が生じられるなど社会的問題として注目され
ている。よって、韓国の「劣悪な道路交通環境による走行・歩行環境の悪化克服」といった効果
的な整備方向が必要である。 
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－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
１－３ 研究の位置づけと既往研究の概観 
これまで道路交通環境の評価や整備方向に関する研究は、整備の効率性を中心に大都市を対象
としているものや全国一律的な基準に関する一般論的なものが主流であり、道路交通の役割や機
能の変化とともに、様々な角度から数多くの文献や既往研究が行われてきている。その系譜から
みて道路交通環境に関する研究の枠組みを概略的に大別すると、図－1 に示すように、整備効果
の評価に関するものと整備水準の評価に関するものに大きく分けられる。 
整備効果の評価に関する研究は、道路交通環境に整備によって生じる効果そのものの評価に関
する研究であり、その主体、項目、手法において道路交通環境の整備状況の進展とともに活発に
取り組まれてきている。これに関しては、利用者、運営者、周辺住民、地域社会、環境などの効
果の評価主体ごとに多くの評価手法が提案されており4)5)6)、効果の評価項目においても、直接効
果、間接効果に分類され、その効果の評価はほぼ体系化されている7)8)9)10)。一方で、整備水準の
評価に関する研究は、道路交通の現象分析と予測を通じた需要やニーズに対応するための整備水
準の評価に関する研究であり、道路密度、改良率などにもとづく量的な面からアプローチしてい
る研究11)12)13)と、道路交通の性能・機能に対する意識などにもとづく質的な面からアプローチし
ている研究14)15)16)がなされている。 
本研究は、整備水準の評価に関する研究の中でも、これまでにあまり対象とされていない、非
定常時における道路交通環境のあり方に着目し、特に地方部を対象に地域実態や利用実態にもと
づく質的面からアプローチしている研究として位置づけられる。なお、以下ではこのような道路
交通環境の整備の質的面からの水準評価論的な位置づけに焦点をあて、既往研究を概観する。 
まず、積雪地域、中山間地域、農山村地域、過疎地域など、地域の特殊的かつ非定常的な実態
を考慮した研究をみると、浜岡ら17)は、積雪・無積雪期を通じた調査から交通流特性を把握し、
安全性を評価・比較することで積雪寒冷地での除雪管理レベルやITSによる走行支援方法を考察
している。また、中村ら18)は、道路交通環境の整備計画の実効によって生ずると思われる効果に
対し、住民がもつ整備計画に対するイメージの把握から評価と効果間の関係、特性を捉えている。
さらに、森山ら19)20)は、過疎地域の集落における高齢者のQOLに着目して道路交通環境が各種活
動のしやすさに及ぼす影響を分析し、過疎集落に望ましい総合的な施策のあり方を述べている。
また、道路交通計画における採算性以外の評価指標を提案するために、道路交通環境の向上によ
る居住集落の生活のしやすさ向上（QOL指標）、交通システムのしやすさ（CS指標）、集落間の平
等性（EQ指標）から評価を行っている。中でも特に、地域の安全に重点を置いている研究として、
 5
宇佐美ら21)は、道路の単位距離の道路交通の途絶の起き難さを示す指標としての強靭性の概念お
よび評価方法を提案し、その有効性を示し、実際の道路に適用した場合の 2 地点間の道路交通へ
の影響を明確にしており、李ら22)は、県境中山間地域において、恵まれている豊かな自然環境を
保全しつつ、如何に道路整備を行うのかという課題を考察するために、沿道地域住民の意識の分
析を通じて、自然資源の活用と環境保護施策や、道路整備施策、地域づくり施策それぞれについ
て、三者間の相互関係に対する認識を明らかにしている。他にも参考文献の 23)～29)に示すよう
な研究がみられる。 
次に、地方部の様々な地域実態の中でも道路交通環境の整備に対する利用実態として利用者や
住民意識に視点を置いている研究をみると、藤原ら30)は、マニュアルで対象とされていない効果
のうち、住民の関心が高い効果に対して定量的な評価を行うために、従来の社会経済指標から計
測される社会的・客観的な便益とは別に、住民が心理的に抱く「価値」もまた評価指標の一つと
して捉え、各整備効果に対して心理的な価値を主観的評価と定義し、この指標を道路整備事業評
価に取り組むことにより住民の意識構造を反映した評価を行っている。また、平石ら31)は、事業
量の達成指標に加え成果指標を含む交通施策評価に関わる複数の指標について市民・行政双方に
よる評価を考察し、指標によって市民と行政間の評価の差が大きくなるといった交通政策関連の
指標導入の留意点を明らかにしている。そして、望月ら32)は、幹線道路事業に対する沿道住民の
意識構造を分析し考察を試みており、その結果、幹線道路事業に対する住民の関心程度や評価、
そして賛否が相互に影響し合っていることを明らかにしている。他にも参考文の 33)～39)に示す
ような研究がみられる。 
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－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
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図－１ 本研究の視点と位置づけ 
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１－４ 研究の目的 
本研究では、以上に述べた認識に基づき、非定常時のきめ細かな地域実態に応じた道路交通環
境の評価と整備方向について検討・考察を行うために、以下に示す 4 点を本研究の目的とする。 
 
① 積雪地域における道路利用実態に基づく道路交通環境を評価する。 
地方部の多様な地理的条件の中で気象条件による道路交通環境の状況の違いに着目し、特に、
積雪時に見舞われる地域を対象として、冬期道路交通環境に対する利用者視点を明示的に反映し
た望ましい整備を行うために、道路交通の管理運用に関連した施策や事業を評価する上で必要と
なる評価指標の提案と、これに基づく整備方向を検討する。 
 
② 過疎地域における生活環境の評価に基づく道路交通環境の整備方向を示す。 
地方部の多様な社会的条件として、過疎・高齢化が深刻な農山村地域での道路交通の役割に着
目し、生活環境に対する地域住民の意識による評価と定住意向の関連性の把握により、過疎地域
における社会的な脆弱さの改善あるいは克服するために、生活基盤としての道路交通環境の整備
方向について考察する。 
 
③ 地方部における安全・安心な道路の安全性の評価と有用性の検証を行う。 
安全で安心な地域形成にあたっては、安定した道路の維持が重要であることに着目し、道路の
安全性といった観点での自然災害、地域条件との関係を評価するために、地方部を対象として、
自然災害履歴ならびに道路実態について把握した上、これを踏まえた道路の安全性評価を行いそ
の有用性を検証する。 
 
④ 韓国農村地域における住民意識を考慮した道路交通環境の改善課題を提示する。 
地方部の地域実態のより幅広い事例を取り入れた視点の拡大のために、道路交通環境の整備水
準が日本と異なる韓国の地方部における事例研究を行う。ここでは、これからの韓国の農村地域
における道路の量的拡大を含めたこれからの道路交通環境の整備を行うために、地域住民のニー
ズや視点を取り入れた道路交通環境の評価基準を定め、これに基づく改善課題を提示する。 
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－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
１－５ 研究の構成と内容 
 
本論は、図－2 に示すように、6 章から構成しその内容は以下のとおりである。 
 
第１章の序論では、序論として本研究の背景を述べるとともに、研究の視点と特徴を明示しつ
つ関連研究の中での本研究の位置づけを明らかにする。また、具体的な目的と構成について示す。 
 
第２章の積雪地域における道路利用実態に基づく道路交通環境の評価では、冬期道路交通環境
の評価を行うにあたり、地域実態の反映として利用者の意識を十分考慮した指標の提案までのプ
ロセスを明確化するために、積雪に見舞われる農山村地域の冬期道路交通環境に対する地域実態
を利用者への意識調査から把握する。そして、利用者の視点から見た冬期道路交通環境の整備に
おける重要項目を確認と、行政対応に対する評価間の因果構造を分析し定量化する。これを踏ま
えて利用者の意識に基づいた冬期道路交通環境の評価のための指標について検討し、その提案ま
での体系的なプロセスを明確化する。 
 
第３章の過疎地域における生活環境の評価に基づく道路交通環境の整備では、生活環境におけ
る社会的な脆弱さを改善あるいは克服する方向について検討するために、地域の過疎実態の把握
と意識調査を行い、生活環境に対する評価、定住意向、重要課題の分析から生活環境の改善の重
要性を確認する。そして、生活環境に対する評価が定住意向に及ぼす影響を把握とその関連性を
定量化することにより、地域住民が求めている生活環境の改善につながる生活基盤としての道路
交通環境の整備方向について考察する。 
 
第４章の地方部における自然災害に対する道路の安全性評価では、安全で安心な地域の形成に
あたって、地方部の道路の安全性を評価するために、対象市町村への意識調査を実施し、重要な
自然災害の種類と対応実態を把握する。そして、自然災害に対する道路の安全性評価の方法につ
いて検討を行い、福井県を事例とし過去の自然災害における様々な指標を用いて危険区間の判定
とそれを踏まえた安全性向上に向けた整備重点区間の抽出による有用性を検証する。 
 
第５章の韓国農村地域における住民意識を考慮した道路交通環境の改善では、これからの韓国
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の農村地域における道路の量的拡大にあわせ、地域住民のニーズや視点を取り入れた道路交通環
境の整備を行うために、道路交通関連データの整理や現地調査による実態と住民を対象に意識の
把握を行い、農村地域の道路整備における問題点の把握とその改善の重要性を確認する。そして、
道路交通環境の様々な状況に対する住民意識と満足度の関係から、道路整備に必要となる項目を
検討し、道路交通環境の改善目標レベルの設定と今後の改善課題を示す。 
 
第６章の結論では、本論文の研究のまとめとして、地方部の地域実態を取り入れた道路交通環
境の評価と整備方向を提示するとともに、今後に残された課題について述べる。 
 
 
第１章　背景と目的
第４章
地方部における
自然災害に対する
道路の安全性評価
第６章　結論と課題
第２章
積雪地域における
道路利用実態に基づく
道路交通環境の評価
第５章
韓国農村地域における
住民意識を考慮した
道路交通環境の改善
積雪地域
第３章
過疎地域における
生活環境の評価に基づく
道路交通環境の整備
過疎地域
安全・安心 農村地域
■地域実態として利用実態や意識を考慮
■地方部における地域実態の諸問題
 
図－２ 研究の構成と内容 
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－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
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第２章 
積雪地域における道路利用実態に基づく道路交通環境の評価 
２－１ はじめに 
２－１－１ 研究の背景 
積雪時の道路交通環境の悪化は、地域住民のモビリティを著しく低下させ、地域住民の日常生
活に直接影響を与えている。また、行政への依存体質、人々の活動範囲の広域化などによって道
路除雪の需要は増大しているものの、財政上の制約、また核家族化や高齢化などによる社会的な
道路交通環境の耐雪・克雪能力は急速に低下していることが懸念されている。特に、高齢化・過
疎化が深刻に進んでいる農山村地域では、そもそも幹線道路の密度が低いことに加え、これが日
常の生活道路として使用されていることや、また公共交通機関のサービス水準が低く自動車に大
きく依存しているのが一般的である。そのため、積雪による走行環境や歩行環境の悪化を背景と
した冬期のハンディキャップを克服したいという地域住民の要望や除排雪に対する需要が一層高
まっていることから、地域住民のニーズに基づく効率的かつ効果的な道路交通環境の管理運用の
ための評価が重要となっている。 
一方で、国土交通省をはじめとした各地方自治体レベルでは、地域が抱えている道路交通環境
の管理運用面の問題点に対する改善策を指標注 1)として表し、地域ごとの実態に相応しい指標注 2)を
提案しつつある。しかしながら、このような指標の提案における考え方や過程が必ずしも明確化
されていないため、実質的には道路交通環境に対する地域実態や道路利用者の意識が体系的に反
映された指標であるとは言い難い状況にある。そのため、利用者の視点を明示的に反映した道路
交通環境の整備のためには、管理運用に関連した施策や事業を評価する上で必要となる指標の体
系的な提案の検討が必要となる。 
 
２－１－２ 研究の位置づけと目的 
近年、国土交通省では行政マネジメントの成果主義運営への転換により、道路交通環境の管理
運用に関わる各種事業の達成度や効果を反映した指標を表－1 のように定め、これに基づき行政
運営を行う方式に組織や行政プロセスを転換している。そのため、事業評価の説明責任や事業の
透明性を確保するようになってきており、利用者の立場に立ち成果を定量的に表す指標を政策目
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標ごとに定めるとともに、それを実現する
ためのプロセスを明確化することが必要
となっている1)。 
そこで、本研究では以下の二つの点に重
点をおき考察を進める。 
①各地域の特徴やニーズに応じた道路
交通環境の管理運用を行うには、地域性に
配慮した指標を取り入れ、地域ごとに目標
設定を行い課題に対応していく必要があ
る。 
②地域実態を考慮した指標の提案や評
価において、実際の道路利用者である地域住民（以下「利用者」とする）の視点を反映する道路
交通環境の管理運用の評価過程を導入するなど、透明性や公正性を確保し利用者の理解と行政の
十分な協働関係を構成する取り組みを推進していくべきである。 
表－１ 国土交通省の評価指標の例 
経済 
効果に 
関するもの
①渋滞損失時間・損失金額 
②道路整備された市街地の居住人口率 
③ＥＴＣ利用率 
④自動車専用道路交通分担率 
利便性 
向上に 
関するもの
⑤利用者満足度 
⑥地域間交流ルート確保率 
⑦日常活動圏中心への安定到達率 
⑧情報公開度 
環境 
向上に 
関するもの
⑨NO2、SPM 環境目標達成箇所数 
⑩自動車 CO2 排出消減量 
⑪夜間騒音要請限度達成率 
⑫無電柱化率 
⑬構造物保全率 
安全性 
向上に 
関するもの
⑭バリアフリー化率 
⑮災害時救援ルート確保率 
⑯路上工事密度 
⑰機能維持指数 
⑱死傷事故率・死者率 
※出展：主要指標現況値算出マニュアル（案）（平成 14 年）
これまでに、道路交通環境の評価に対する利用者の意識に着目した研究は数多くみられる2)3)4)。
中でも道路交通環境の管理運用に対する利用者の視点に着目したものとして、望月ら5)は、幹線道
路事業に対する沿道住民の意識構造を分析し考察を試みており、その結果、幹線道路事業に対す
る住民の関心程度や評価、そして賛否が相互に影響し合っていることを明らかにしている。また、
行政対応の評価に対する利用者の視点を考慮した評価指標に関するものとして、平石ら6)は、事業
量の達成指標に加え評価指標を含む交通施策評価に関わる複数の指標について市民・行政双方に
よる評価を考察し、指標によって市民と行政間の評価の差が大きくなるといった交通政策関連の
指標導入の留意点を明らかにしている。 
これらの研究は、道路交通環境に対する利用者のニーズや視点からみた行政対応の重要性を明
確にしているものの、行政対応に対する評価として抽象的な印象を計測するにとどまっており、
利用者はこれらの行政対応についてどのような視点で評価しているのか、あるいはこれらの行政
対応は利用者にとってどの程度効果があるのかなど、行政が把握しきれず対応できていないギャ
ップを充足すべきであるといった課題を残している。そのため、行政対応に対する評価として利
用者が評価している視点のより詳細な分析や検討が必要となり、道路交通環境に対する利用者の
視点と行政対応の関係を明らかにし定量的に検討する必要がある。 
そこで本研究では、冬期の道路交通環境に対して利用者が実際にどういった視点から評価を行
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っているのかを明らかにし、評価指標を定めるにあたり、地域実態の反映として利用者の意識を
十分考慮した指標の提案までのプロセスを明確化する。具体的には、以下の 3 点を目的とした。 
① 積雪に見舞われる地域の冬期道路交通環境に対する地域実態を利用者への意識調査から把
握し、利用者の視点から見た冬期道路交通環境の整備における重要項目を確認する。 
② 利用者への意識調査の結果を用いて共分散構造分析を行い、積雪時の道路交通環境の状況に
対する利用者の意識と行政対応に対する評価間の因果構造を分析し定量化する。 
③ 因果構造分析の結果から、利用者の意識に基づいた冬期道路交通環境の評価のための指標提
案について検討を行い、その提案までの体系的なプロセスを明確化する。 
 
２－２ 研究の対象地域 
本研究は、図－1 に示すように、冬期の積雪が特に問題となる農山村部の典型的な例として、
福井県今立郡（越前市の一部(旧今立町)と池田町）を対象とした。特にこの地域は周囲が山で囲ま
れ、森林面積が約 90％を占める山間地域であり、特別豪雪地帯、過疎地域、特定農山村地域に指
定されている典型的な積雪のある農山村
地域である。 
位置的には、南東部は大野市及び岐阜県、
北西部は鯖江市や武生市（現越前市の一
部）に接しており、北陸自動車道の武生 IC
や鯖江 IC が近く位置している。また、隣
接市町を結んでいる国道 417 号が中部圏
と直接つながるため、交通量の多いことに
加え将来の道路整備によって交通量の更
なる増加が見込まれている。隣接する都市
地域である武生市と鯖江市へ
の通勤・通学者の割合も各々
5％通学通勤圏の人口比を超え
る全人口の約 12％と 7％で農
山村と都市との間に多くの人
口流動が見られるなど、同県内でも交通の要所として非常に重要な位置にある。 
図－１ 対象地域と道路網 （2004 年 2 月現在）
表－２ 対象地域と近隣地域の現況 （2004 年 2 月現在）
地域 
人口密度
(人/面積
㎢) 
道路密度
(延長㎞/面
積㎢) 
農地面積 
/ 
宅地面積  
10 年平均
積雪深 cm
対象地域 今立郡 162.7 2.2 20.9 72.7
鯖江市 756.8 8.1 2.5 46.8近隣地域
武生市 398.2 4.4 5.0 45.4
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平成 12 年の国勢調査による総人口は 17,666 人であり、表－2 に示すように、人口密度も同県
内の都市部と比べ低く、また道路密度も低いことから、生活道路が同時に主要幹線道路でもある
状況にある。さらに、雪の量も多く、最近 10 年間の平均積雪深は 72.7cm であり、特に多くの雪
に見舞われる地域として安定的かつ安心できる道路交通環境の整備が極めて重要である。 
 
２－３ 積雪時の道路交通環境に対する利用者意識 
人は様々な生活環境や価値観を持っており、それらを考慮し利用者が望む道路交通環境の整備
を行うことが重要である。そのため、積雪時の道路交通環境の状況や行政対応の評価に対する利
用者意識を十分把握し、それを踏まえた上で整備における優先されるべき項目を検討する必要が
ある。そこで本章では、積雪時の自動車及び歩行者の移動、生活の実態に加え、行政対応に対す
る評価における利用者の意識調査により、冬期の道路交通環境に対する利用者の視点と重要項目
を明らかにする。 
 
２－３－１ 調査概要 
対象地域を活動の拠点としている
15 歳以上の方を対象注 3)に意識調査を
行った。調査概要及び質問内容は表－3
に示すとおりである。 
表－4 の回答者の個人属性をみると、
回答者の 9 割以上が地域内に居住して
おり、その活動地域においても半数以
上が地域内であることから、地域住民
の地域内道路交通環境に対する十分な
利用経験及び知識をもとに回答された
と考えることができる。また、年齢構
成が対象地域の実際の年齢構成に比べ
て大きく偏っていないため、地域内の
全体年齢層が抱えている地域実態がお
よそ反映できた回答であるといえる。そして主な交通手段をみると、回答者の約 8 割が自動車利
表－３ 調査概要 
･調査時期   2004 年 2 月中旬 
･対象地域   福井県今立郡 
･調査対象   対象地域を活動拠点とする 15 歳以上の方
･調査方法   留置調査法 
･配布数    210 票 
（母集団:17,666、精度:0.07、信頼度:0.95、標本数:194）
･抽出率    1.1％ 
･回収数     160 票(回収率:76.2％) 
･有効サンプル数 127 票(有効回収率 60.5％) 
･質問内容   問 1．個人属性 
問 2．積雪時の自動車移動の実態 
問 3．積雪時の歩行者移動の実態 
問 4．積雪時の生活の実態 
問 5．積雪時の行政対応に対する満足度 
 
表－４ 回答者の個人属性   （%） 
主な移動手段 
性別 居住地 活動地域
年齢構成 
(実際構成)  普段 積雪
主に
郡内
67 15～29 18(19) 
男 64
今
立
郡
92
郡内
外
13 30～49 36(27) 
自 
動 
車 
83 86 
50～64 29(24) 
女 36
地
域
外
8 主に
郡外
20
65才以 17(30) 
そ
の
他 
17 14 
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用者であるものの、自動車利用者においても歩行は一般的に生活上の必要不可欠なものであるた
め、歩行環境について十分な認識を持っていると考えられる。よって、多数を占める自動車利用
者と歩行者の両視点による地域実態を考慮できるように、回収した 160 票のうち、｢自動車移動の
実態｣か｢歩行者移動の実態｣の片方のみを回答した 33 票は除き、表－3 に示したとおりに実際に
両方とも回答した127票を分析に用いる
ことにした注 4)。 
表－５ 各質問項目に対する回答結果 
 質問項目 ％
寒さで凍結した道路を通ること 59 
雪でデコボコになった道路を通ること 52 
悪い運転マナーの車を見かけること 51 
残された雪で道幅が狭くなった道を通ること 48 
除雪後の雪の山で視界が悪いこと 35 
通行の邪魔になる路上駐車をみかけること 34 
TV などで道路の情報を収集すること 28 
交通渋滞に巻き込まれること 15 
問
２
自
動
車
移
動
除雪されていない道路を通ること 15 
交通マナーの悪い車をみかけること 58 
消融雪装置の散水が歩行の妨げになること 55 
雪の山でスペースがなく、車道を歩くこと 51 
バス停が寒いこと 36 
除雪後の雪の山で視界が悪いこと 33 
歩道に歩く邪魔になる駐車があること 29 
TV などで道路の状況を情報収集すること 26 
除雪されていない歩道を歩くこと 21 
問
３
歩
行
者
移
動
バスが時間どおりに来ないこと 19 
自宅の前の道路を除雪すること 72 
外出や娯楽をあきらめること 40 
衣服などの買い物をあきらめること 32 
軽い症状ならば、病院へ行かないこと 31 
買い物をあきらめること 22 
除雪車の入らない路地を協力して除雪すること 16 
子供たちの通学路を協力して除雪すること 13 
定期的な通院を一時的にあきらめること 12 
問
４
生
活
移
動
実
態 営業など業務での移動をあきらめること 8 
通行の邪魔になる路上駐車への対応 4 
バスの優先道路の整備など、公共交通への対応 6 
除雪するための町民との協力体制への対応 8 
交通混乱を起こさないため情報提供による対応 9 
規制強化や誘導による交通マナーのための対応 11 
除雪で残った雪への対応 12 
歩道除雪への対応 14 
雪捨て場の確保への対応 19 
消融雪装置の散水や凍結防止剤による路面対応 36 
通行の支障がないような除雪時間帯への対応 40 
きれいな除雪などデコボコ路面への対応 41 
幹線道路以外の道路（町道）の除雪の対応 46 
問
５
行
政
対
応
へ
の
満
足
度
幹線道路（国道・県道）の除雪の対応 47 
※Kruskal-wallis の順位和検定 1％有意 
 
２－３－２ 調査結果 
福井県の有職者らの議論注 5)により抽
出した質問項目を表－5注 6)に示す。なお、
表の中の問 2 から問 4 については、「非
常に多い」、「やや多い」、問 5 について
は、「大変良い」、「やや良い」の回答割合
を示す。 
まず、移動の実態である「問 2 自動車
移動」では、「寒さで凍結した道路を通る
こと」と「雪でデコボコになった道路を
通ること」、そして「悪い運転マナーの車
を見かけること」が多いといった回答の
割合が高い。また「問 3 歩行者移動」で
は、「交通マナーの悪い車を見かけるこ
と」、「消融雪装置の散水が歩行の妨げに
なること」と感じている割合が高い。こ
のことから、積雪や凍結による路面状態
の悪化などによる走行の不便さを改善す
ることが重要項目であることと、交通マ
ナーの悪化や道路の消融雪装置による歩
行環境の悪化を改善することが重要視さ
れていることがわかる。 
次に、「問 4 生活移動」からは、積雪によって業務や通院または買い物などの生活の移動をあき
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らめることが多いといった回答の割合は全体的に少ないが、「自宅の前の道路を除雪すること」が
多いといった回答の割合は非常に高い。ここでは、自宅の前を除雪することが重要視され、積雪
時の住民生活空間の確保のためにも道路などの公共空間の除雪に対する道路交通環境の整備が重
要視されていることがわかる。 
一方、「問 5 行政対応への満足度」では、整備を行っている殆どの対応に対して満足の意見が非
常に少ない。これは、実際に行っている行政対応に対して利用者が多くの不満を持ち、この地域
での道路交通環境のレベルは低いと判断していると考えられる。よって、行政は現在行っている
冬期道路交通環境に対する利用者の意識についてより的確な把握を行い、利用者が実際に望んで
いる道路交通環境を提供することが重要である。 
以上のことから、積雪時の道路交通環境の状況や行政対応に対する利用者の意識が明らかにな
り、これにより利用者の視点から見た冬期道路交通環境における重要項目を確認することができ
た。このことを踏まえ、冬期の道路状況に対する利用者の視点に基づいた道路交通環境の管理運
用を行うことが重要であることと、道路交通環境における優先されるべき項目が示唆された。 
 
２－４ 因果構造モデル 
2-3 において利用者が望む冬期道路交通環境の重要項目を明らかにした。しかし、項目各々の
重要性は示しているものの総合的な視点からみた道路交通環境の提供のためには、それの相互の
関連性を見極めた上でより効果的な改善視点の抽出が不可欠となる。したがって、本章では、共
分散構造分析を適用し、道路の利用者が、どのような視点から行政側が行っている整備を評価し
ているのかを探ることにより、積雪時の「自動車移動」及び「歩行者移動」そして「生活移動」
と、「行政対応への満足度」間の因果構造を明らかにする。 
 
２－４－１ 共分散構造分析 
共分散構造分析とは、意識調査によって得られたデータ（観測変数）と、その背後にあると考
えられる直接計測できない構成概念（潜在変数）間の因果関係を明らかにするものである。分析
者は様々な仮説のもとに自由にモデルを構築することができ、その仮説の有意性を検証する場合
に有効な分析手法である。 
η＝Ｂη＋Гξ＋ζ       (1) 
χ＝Κη＋Αξ＋ℯ           (2) 
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ただし、  η    ：  内生潜在変数ベクトル 
ξ    ：  外生潜在変数ベクトル 
χ    ：  観測変数ベクトル 
ζ､ℯ   ：  誤差項ベクトル 
Ｂ,Г,Κ,Α ：  パラメータ行列 
(1)は潜在変数間の因果構造を表す構造方程式であり、(2)は観測変数と潜在変数との間の因果構
造を表す観測方程式である。 
本研究では、因子分析から得られる因子を構成概念（潜在変数）としてモデルを構築し、観測
変数の共分散構造行列をこれらの方程式モデルのパラメータによって構造化した後、パラメータ
を推定する。これにより、利用者と行政間の把握できない各変数間の相関関係や因果関係の強弱
が説明でき、その関係性を数値化し定量化することにより利用者の視点やニーズに対応した道路
交通環境における各項目の重要度を明確にすることができる。 
 
２－４－２ 潜在変数の設定 
因果構造モデルにおける観測変数には、表－5 で示したデータを用いる。分析には、順序尺度
のみを使用するため、無回答が多い質問項目の一部を削除した。次に、多重共線性を考慮し、質
問項目間の相関分析を行い、相関が非常に高い（相関係数 0.8 以上）質問項目を削除した。さら
に、より明確な結果を得るため、シグマ値法注7)により簡便な 5 段階の順序尺度を間隔尺度に変換
した。 
以上のクリーニングを行ったデータを用い、因子分析を行うことにより、観測変数がどのよう
な構成概念（潜在変数）によって分類されるのかを明らかにする。共通性の推定は、相関行列の
絶対値を最大値とし、因子負荷量の算定には、主因子法を用い直交回転（バリマックス回転）を
行った。その結果、因子解釈のしやすさ、固有値の大きさを考慮して固有値が 1.0 以上である 6
つの因子を構成概念(潜在変数)として利用する。なお、6 つの因子に対する各変数を、因子負荷量
順に並び替え表－6 に示す。 
ここで、これらの 6 因子について、因子負荷量に基づき、観測変数との関係からその意味を考
察する。第 1 因子は、「行政対応への満足度」の項目のうち、幹線道路やその以外の道路、そして
路面除雪による対応との関連が強いことから、「行政のハード的整備」と解釈する。以下同様に、
第 2 因子は、歩行時の危険性と関連が強いことから、「歩行者移動の安全性」と解釈する。第 3
因子は、積雪による住民生活のマイナス影響と関連が強いことから、「生活移動の制約」と解釈す
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表－６ 因子分析の結果（バリマックス法） 
変数名 第 1 因子第 2 因子第 3 因子第 4 因子第 5 因子第 6 因子
る。第 4 因子は、移動の不快感と関連が強いことから「移動の快適性と円滑性」と解釈する。第
5 因子は、自動車移動の危険性と関連が強いことから「自動車移動の安全性」と解釈する。最後
に、第 6 因子は、間接的な道路交通環境の整備と関連が強いことから「行政のソフト的整備」と
解釈する。 
 
２－４－３ 因果構造モデルの解釈 
きれいな除雪などデコボコ路面への対応 0.83 0.14 -0.02 0.16 0.16 0.17
幹線道路以外の道路（町道）の除雪対応 0.83 0.14 0.05 0.23 0.08 0.05
通行の支障がないような除雪時間帯への対応 0.77 -0.02 0.20 -0.03 0.07 0.13
除雪で残った雪への対応 0.72 0.22 -0.03 0.07 0.11 0.13
歩道除雪への対応 0.70 0.21 0.00 0.06 0.13 0.33
幹線道路（国道・県道）の除雪対応 0.67 0.02 0.24 0.19 0.03 0.18
0.18雪の山でスペースがなく、車道を歩くこと 0.77 0.09 -0.04 0.30 0.08
0.17除雪されていない歩道を歩くこと 0.67 0.08 0.07 0.27 0.08
0.06消融雪装置の散水が歩行の妨げになること 0.67 0.15 0.12 0.00 0.09
0.20歩道に歩く邪魔になる駐車があること 0.50 -0.05 0.24 0.47 0.19
0.09 0.04食料品などの買い物をあきらめること 0.89 0.03 0.08 0.02
-0.01 0.32外出や娯楽をあきらめること 0.79 0.02 0.16 0.01
0.17 0.04軽い症状ならば、病院へ行かないこと 0.75 0.05 0.05 0.13
0.23 0.12 0.14交通マナーの悪い車をみかけること 0.72 0.13 0.08
0.18 -0.06 -0.07通行の邪魔になる路上駐車をみかけること 0.63 0.23 0.32
0.20 0.01 -0.13交通渋滞に巻き込まれること 0.61 0.34 0.14
-0.15 0.28 0.13TV などで道路の情報を収集すること 0.48 0.20 -0.11
0.25 0.44 0.12悪い運転マナーの車を見かけること 0.47 -0.14 0.13
-0.02 0.12 0.12 0.13 寒さで凍結した道路を通ること 0.65 -0.04
0.24 0.12 0.10 0.24 雪でデコボコになった道路を通ること 0.60 0.21
0.25 0.34 0.22 0.23 除雪されていない道路を通ること 0.52 0.22
0.40 0.34 0.06 0.17 除雪された雪で非常に狭くなった道を通ること 0.51 0.13
0.18 0.14 0.11 0.10 -0.06 交通混乱を起こさないための情報提供の対応 0.69
0.20 0.01 0.05 0.06 0.10 0.74規制強化や誘導による交通マナーのための対応
0.18 0.16 0.02 0.12 0.21 通行の邪魔になる路上駐車への対応 0.55
第 6 因子の固有値 4.16 2.58 2.27 2.12 2.12 1.88
第 6 因子の寄与率（％） 16.66 10.32 9.06 8.49 8.47 7.51
第 6 因子まで 累積寄与率（％） 6 66 26 98 36 05 5 53 0 60 52
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モデルの推定にはパッケージソフト
AMOS5.0 を用いた。このモデルは、因子
分析の結果からの 6 つの因子を構成概念
（潜在変数）とし、各種の冬期道路交通環
境の状況が利用者の意識に結びつき、さら
にそれらは行政対応に影響するという仮
説を立て、この仮説をもとにパスの引き方
を検討した結果、最も適合度が高かったモ
デルである。構築した仮説モデルを図－2
に示し、表－6 の各質問項目を簡潔にまと
め、採用したパス図とパラメータの推定結
果を図－3 に示す。モデルの適合度注 8)はGFI=0.741、CFI=0.878、RMSEA=0.075 であり、GFI
とCFIとも１.0 に近くRMSEAが 0.10 以下であるため以下に考察を行う。ここで、回答者の性別
及び年齢を観測変数とする、個人属性といった潜在変数の影響は殆ど見られず、モデルの適合度
（GFI=0.728、CFI=0.855、RMSEA=0.077）も低下するため対象外とした。なお、観測方程式
における潜在変数から観測変数へのパラメータは、すべてが統計的に 1％水準で有意な結果が得
られた。 
自動車移動の
安全性
生活移動
の制約
行政の
ハード的整備
行政の
ソフト的整備
歩行者移動
の安全性
移動の快適
性・円滑性
図－２ モデルの仮説 
分析の結果から全体的にみると、「自動車移動の安全性」が「生活移動の制約」、「行政のソフト
的整備」そして「行政のハード的整備」へそれぞれ強い影響を与えている（相関関係：0.40、0.39、
0.43）。これは、積雪時には、徒歩より自動車が主な移動手段であることを表しており、「自動車
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 23Gfi=0.741Ｃｆｉ=0.878
Ｒmｓeａ=0.075
サンプル数=84 Ｐ＜1％有意
※（ ）の中の値は検定統計量（t値）
※観測方程式によるパス係数はすべて1％有意
※構造方程式によるパス： 有意ではない、 Ｐ＜5％有意
図－３ 因果構造モデル 
移動の安全性」を確保することが「生活移動の制約」を緩和させるだけでなく、「行政のハード的
整備」及び「行政のソフト的整備」への満足度を高めると考えられる。 
また、「移動の快適性と円滑性」及び「歩行者移動の安全性」は、「生活移動の制約」や「行政
のハード・ソフト的整備」へ与えている影響は殆どみられず、「自動車移動の安全性」との相関関
係のみが高い値を示している（相関係数：0.64、0.72）。特に、「歩行者移動の安全性」と「移動
の快適性と円滑性」を構成している観測変数の中で、「除雪後の車道を歩く」と「悪い運転マナー」
が高い値(因果係数:0.88、0.78)を示していることから、積雪時には、歩行者が自動車と混じり合
いながら同じ車道を利用することが地域住民にとって重要な問題として認識されていることを示
唆する。すなわち、運転者の安全なドライブや自動車の安全な移動が歩行者移動の安全と直結し
ていることとなり、｢自動車移動の安全性｣の確保が「移動の快適性と円滑性」及び｢歩行者移動の
安全性｣を向上させるといえる。 
しかし「生活移動の制約」が「行政のハード・ソフト的整備」へ影響を与えると仮定したが、
その影響はほとんどみられなかった(相関係数:0.00、0.02)。このことから、行政対応への満足度
には「生活移動の制約」に関連せず、移動を取り巻く環境として自動車移動の安全性が直接的に
影響を与えることが読み取れる。 
以上のことを踏まえ、移動の実態と行政対応への満足度の間の因果関係をみると、移動の実態
として「自動車移動の安全性」が「行政のハード的整備」及び「行政のソフト的整備」に影響を
与えている（相関関係：0.39、0.43）。また、この「自動車移動の安全性」を構成している観測変
数をみると、「非除雪道路」と「狭くなった道路」、そして「デコボコ道路」といった観測変数と
因果関係が高いことを示している（因果係数:0.80、0.77、0.70）。このことから、道路の除雪を行
うことや除雪時の堆雪によって道路が狭くなるのを防ぐこと、そして適時の除雪によるデコボコ
のない綺麗な路面を維持することが「自動車移動の安全性」のための整備されるべき項目として
より重要視されていると考えられ、このような道路交通環境の整備を行うことが「行政のハード
的整備」及び「行政のソフト的整備」への満足度も向上に高い効果を持っていると考えられる。 
 
２－５ 因果構造による評価指標の検討 
2-4-3 で明らかになった因果構造より、冬期の道路交通環境に対する評価を高めるためには、主
に「自動車移動の安全性」に重点を置いた整備を行うことが重要であることがわかった。 
ここで、「自動車移動の安全性」を構成している観測変数の中で、因果関係の強い 3 つの観測変
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数を絞り込み、それぞれの対応として適合する評価指標の例を取り上げる。なお、この「自動車
移動の安全性」から強い影響を受けている 2 つの潜在変数と、取り上げた評価指標をあわせて整
理し図－4 に示す。また、この「自動車移動の安全性」と強い相関関係を持つ 2 つの潜在変数と、
図－4 で提案を試みた評価指標との関係を図－5 に示す。 
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図－４ 因果構造による評価指標の検討 
 
２－５－１ 利用者と行政対応間の因果構造による評価指標 
図－4 をみると、まず、「除雪されていない道路」(因果係数：0.80)の観測変数から、冬期には
運転しにくい路面状況が発生しやすく、走行環境を著しく低下させる状況であることが考えられ
るため、町内道路などの除雪による安定した生活道路の確保が必要であると示唆される。そのた
め、評価指標として「除雪された生活道路の確保」を取り上げ、住民生活と直結している町内道
路（生活道路）の除雪された道路延長の割合を算定して示す。 
次に「残雪で狭くなった道路」(因果係数：0.77)からは、除雪後の堆雪による車道及び歩道の幅
員減少が円滑な通行機能を妨げると考えられるため、堆雪場の確保などによる道路幅員の確保が
必要であると示唆される。よって、評価指標として「堆雪後の道路幅員の増加」をあげ、堆雪場
確保や迷惑駐車抑制による道路幅員の確保率を算定して示す。 
最後に、「雪でデコボコになった道路」(因果係数：0.70)があげられ、主に朝ピーク時の除雪後
 25
の降雪により、自動車交通量の多い場所にデコボコが発生すると考えられる。そのため、データ
収集などからデコボコの頻出地点を抽出し、消融雪装置の設置などを通じた路面の改善が必要で
あると示唆される。よって、評価指標として「危険な路面状態の改善」があげられ、デコボコ頻
出地点の延長のうち対策が行われた延長の割合を算定して示す。 
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○
 
※◎：直接的な関連がある、○：やや関連がある、△：関連が少ない 
図－５ 地域実態として住民意識を考慮した評価指標の検討 
また、図－5 に示すように、これらの評価指標は、道路利用者の視点として｢自動車移動の安全
性｣だけでなく、地域実態として住民意識が抱えている｢歩行者移動の安全性｣と｢移動の快適性・
円滑性｣に対する問題点とも直接的・間接的に関連している。そのため、｢歩行者移動の安全性｣
と｢移動の快適性・円滑性｣に対する行政の対応としても更なる成果を得ることができる。 
 
２－５－２ 因果係数のウエイトによる評価指標 
2-5-1 で取り上げた評価指標では、2-3 で明らかにした積雪時の道路交通環境の状況や行政対応
に対する利用者の意識に加え、利用者の意識と行政対応間の因果関係の定量化と、行政の対応に
対する評価として利用者の視点のより詳細な検証、そして利用者のニーズや要望を満たすことが
できるより効果的な冬期道路交通環境の整備における改善視点が検証できた。 
ここで、図－4 に示したとおりに、潜在変数を構成している各々の観測変数との因果関係に基
づくそれぞれの因果係数を、行政の整備に対する利用者意識が持つウエイトとして捉えることで、
各ウエイトによる冬期道路交通環境の整備レベルを設定することが可能となる。たとえば、整備
レベルⅠとして、この地域は幹線道路の除雪のみでは高い評価を得ることが期待できない地域特
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徴を持つため、幹線道路より生活中心に利用されている道路の除雪が最も優先されるべき項目で
あると考えられ、行政対応の中でも生活道路の除雪といった行政対応が改善される重要項目であ
ることを示唆することが可能となる。同様にレベルⅡとⅢとして、デコボコ路面への対応のため
の危険な路面状態の改善よりは、レベルの高い道路の狭小化への対応のための道路幅員の確保が
優先されるべき項目であるなど、利用者の視点により整備のレベルを順序づけることによって、
各レベルの優先順位に基づく道路交通環境の整備を行うことが可能となる。 
さらに、各地域の特徴や実態による地域差などを勘案すると、各観測変数のウエイトや必要と
する道備のレベルが少しずつ違ってくることが想定されるため、利用者意識に基づいた各観測変
数間の組み合わせにより、地域実態に合わせた固有の合成指標の検討が可能となり、地域実態に
適合した新たな指標を提案することが可能となる。 
 
２－６ おわりに 
本研究では、利用者意識に基づいた冬期道路交通環境の評価についての検討を行い、以下のよ
うな結果を得た。 
① 農山村地域における積雪時の道路交通環境に対する地域実態として自動車及び歩行者の移
動、生活の実態に加え、行政対応に対する評価における利用者の意識調査を行い、利用者の視
点から見た冬期道路交通環境における重要項目を明らかにした。 
② 利用者意識調査の結果を用いて共分散構造分析を行い、利用者意識と行政対応間の因果構造
を分析した結果、行政対応に対する評価を高めるより効果的な行政対応のためには、自動車移
動の安全性に関連した道路交通環境の整備や改善が重要であることを明らかにした。 
③ 共分散構造分析による因果構造分析の結果から、利用者の意識に基づいた道路交通環境の整
備に対する評価指標の提案について検討を行った。その結果、地域実態に基づいた利用者意識
を体系的に分析しその結果を反映した評価指標の提案が可能になった。 
以上により、現在行われている様々な道路交通環境の中でも利用者が実際に求めている行政対
応の重要度や優先すべき項目が明示的に示されることとなり、利用者のニーズをより満たすこと
ができる評価指標の提案における体系的なプロセスが明確化された。 
最後に、行政政策といった観点からは、全ての利用者を考慮した道路交通環境を提供すること
か最も望ましい考え方であり、それによって高い評価を得ることができる。そのため、今後視点
を絞込み、高齢者や子供などのいわゆる交通弱者までを対象としたより詳細な研究を行う必要が
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ある。また、本研究は、限定された地域の調査結果であり、この結果を直ちに一般化することは
難しい。よって、今後このような利用者の意識が考慮できるプロセスの理論的枠組みを用いた調
査研究を行い、地域的特徴や利用者の意識が反映された評価指標の提案の一般化や妥当性につい
てさらに検討する必要がある。 
 
＜補注＞ 
1）指標には、インプット指標、アウトプット指標、アウトカム指標という三つの種類がある。これは、
「実施」段階において予算や人員などの資源を示す「インプット（投入）」、提供するサービスを示
す「アウトプット（算出）」、アウトプットを利用者側の便益や満足度で捉えた「アウトカム（成果）」
という「流れ」がある。 
2）評価指標（アウトカム指標）とは、「ある政策によりサービス（ある施策の対象者に直接提供され
た金銭、モノ、またはサービス等）を提供した結果として国民にもたらす成果を指標としたもの」
と定義されている。すなわち、誰もが簡単に理解でき、客観的「効果」を推測しうる指標である。
ここで、「効果」とは「政策に基づき実施し、又は実施しようとしている行政上の一連の行為が国民
生活及び社会経済に及ぼす又は及ぼすことが見込まれる影響」と定義される。この「影響」が成果
に当たる。 
3）意識調査の内容が個人の性向よりは地域の全般的な実態の把握を目的としているため、交通行為に
おける子供の安全を守ることは壮年層にとっては一般的な社会動向として捉えられ、社会的な判断
能力が未成熟と考えられる 15 歳以下の方の意見については直接的には調査を行っていない。 
4）本研究は、自動車利用者と歩行者の両方の視点からの均衡のある評価を行うスタンスを取っている
ため、自動車および歩行者片方のみの回答は除外することとした。「自動車移動の実態」のみを回答
したサンプル数は約 17％（28/160 票）であり、特に、「歩行者移動の実態」のみを回答したサンプ
ル数は、地域全体の意見であるとは考え難い程度の約 3％（5/160 票）に過ぎなかった。 
5）既存関連研究などを参考に、福井県在住の冬期道路管理に専門知識を持つ有職者 9 名（うち学職経
験者 1 名、県道路管理運用担当者 5 名、今立郡道路管理担当 2 名、その他民間事業所技術者 1 名）
による福井県の「雪に強い道づくりのためのビジョンの策定」7)の基礎資料作成を目的とした議論か
ら、積雪時の道路状況と考えられる地域実態を絞り込んで抽出した。 
6）各質問項目の問 2 から問 4 については、｢非常に多い｣｢やや多い｣｢やや少ない｣｢非常に少ない｣｢一
度もない｣、問 5 については｢大変良い｣｢やや良い｣｢ふつう｣｢やや悪い｣｢大変悪い｣のそれぞれ 5 段階
で回答を得ている。 
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7）ある個人のある特定の意見に対する態度は、一つの態度尺度上で基準正規分布をする確率変数であ
ると仮定する。この態度尺度上にはa,b,c,dという 4 個の区分点があり（5 段階評価の場合）態度を表
す確率変数xがa以下の値をとったときは「重要でない」という反応が生じ、aとbの間の値をとった
ときは「あまり重要でない」という反応が生じ、……、d以上の値をとったときは「極めて重要であ
る」という反応が生じると仮定する。このとき、それぞれの区間（a～d）における平均値を、各段
階の反応に対応する尺度値（反応の得点）として定める。このように算出された尺度値を本調査で
は使用している 。 8)
8）適合度指標には、一般的に GFI、CFI、RMSEA があり、モデルの適合度はこの 4 つをおさえてお
けば受容して良いと判断する。GFI と CFI ともに 0.000～1.000 であり、その値が 1.000 に近いほ
ど当てはまりが良いと判断する。RMSEA は、0.10 以上は悪い当てはまりであると判断する。 
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第３章 
過疎地域における生活環境の評価に基づく道路交通環境の整備 
３－１ はじめに 
３－１－１ 研究の背景 
近年、農山村地域は、過疎化の急速な進展によって産業や経済の衰退とともに自治機能が低下
し、生活の場として維持・存続が危機に直面している。国土交通省の調査報告注 1)によれば、全国
の過疎地域にある約 6 万 2 千の集落のうち 4％強にあたる集落が消滅する可能性があることを示
し、過疎社会が目指すべき生活環境を確立するために、「各種施設が不足する場合はコンパクトな
地域構造を目指すこと」と記述している。これを受けて全国各県では、「過疎地域自立促進方針注
2)」を制定し、複数の自治会の統合による自治会機能の維持・活性化や、山村奥部にある集落を中
心部に移転するといった生活環境の再編を目指す大胆な取り組みを展開している。 
しかし、農山村地域では、一般に居住歴が長い高齢者が多いことに加え、土地や地域に対する
愛着心、地縁・血縁などの理由から定住意向が強いため、集落や居住地の移転などを伴う生活環
境の再編はそう容易ではない。そのため、生活環境に対して住民が抱えている諸問題と、これら
の問題解消のための取り組みとの間に乖離がみられ、地域コミュニティの崩壊に歯止めはかかっ
ていない。 
よって、過疎農山村地域における住み続けられるための生活環境の改善には、生活全般にわた
るさまざまな角度から住民意見を踏まえ、生活環境の再評価を行った上での実態に促した早急な
対応はもちろん、中長期的な戦略が必要不可欠である。 
 
３－１－２ 既存研究と研究内容 
これまでに、過疎地域における生活環境の改善に着目した研究はいくつかみられる。川上ら1)は、
過疎漁村集落の住民意識調査に基づいて生活環境評価と定住意向、そしてその相互関係について
分析を行い、定住意向の程度が生活環境評価の違いに有意に関係していることを明らかにしてい
る。また、森山ら2)は、過疎集落の交通環境が高齢者の各種活動のしやすさに及ぼす影響の分析に
より、QOL指標の提案とともに生活活動別の改善の重要性を確認している。これらの研究は、多
様な角度から過疎地域の現状分析や住民意識を把握し、過疎地域の望ましいあり方やその改善に
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おいて考慮すべき視点を提案しているものの、過疎要因と住民意識の定量化による直接的な改善
方向の提示までは至っていない。 
そこで本研究は、地域住民が求めている生活環境の把握と、これが定住意向にどのように影響
するかを明らかにし、生活環境における社会的な脆弱さを改善あるいは克服するための道路交通
環境の整備方向について検討することを目的とし、以下の 3 点を研究内容とする。なお、具体的
には福井県池田町を事例として提案する。 
① 地域の過疎実態の把握と意識調査を行い、生活環境に対する評価、定住意向、重要課題の分
析から生活環境の改善の重要性を確認する。 
② 生活環境に対する評価が定住意向に及ぼす影響を把握するために、意識調査をもととした因
果構造分析による両者間の関連性を定量化する。 
③ 因果構造分析の結果から、地域住民が求めている住み続けるために相応しい生活環境の改善
につながる道路交通環境の整備方向について検討し提示する。 
 
３－２ 研究の対象地域 
本研究では、福井県内の特定農山村地
域、過疎地域の指定条件などを考慮し、
図－1 に示す福井県池田町を対象地域と
して取り上げた。 
この地域は、面積の約 9 割が山林とい
う自然豊かな町であり、平成の大合併の
中にありながらも合併せずに町独自のま
ちづくりを進めている特徴ある自治体で
もある。しかし、福井県内の生活圏の中
心部である福井市や越前市(旧武生市)に
隣接し、主要幹線道路の最短ルートではわずか 20 分で移動できるため、都市的生活基盤への近接
性による人口流出が発生しやすい地理的状況にある。 
図－１ 対象地域と道路網 （2004 年 2 月現在）
また、表－1 および表－2 に示すように、高齢化率が隣接地域に比べ約 2 倍として高齢化が著し
く進んでおり、過疎地域に指定(1970 年)されてから現在まで約 4 割の人口が減少している。その
ため、過疎化とそれに伴う住宅の減少はもちろん、商業・工業系施設の減少も著しい状況である。
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一方、医療・福祉系施設はや
や増加の傾向であるが、これ
は町主導の過疎化対策の一
環として、町中心の老人ホー
ムや複合医療・福祉施設の拠
点形成(ほっとプラザ注 3))と、
この施設と各奥地を連絡す
る町内福祉バス(なかま号注
4))の創設によるものといえる。 
表－１ 対象地域の人口推移 
地域 人口 (人) 高齢者率 人口増加率 人口密度
対象地域 池田町 3,405 39.2% -38.4% 17.5 
福井市 253,642 21.1% 17.9% 502.0 
隣接地域
旧武生市 74,575 21.9% 1.1% 380.2 
※2005 年国勢調査より（合併前のデータ） 
※人口増加率は、池田町が過疎地域に指定された 1970 年基準 
 
表－２ 対象地域の施設数変化 
施設数 住宅系 商業系 工業系 医療・福祉系
1972 年 1317 90 32 11
2005 年 1060 56 19 13
増減率 (%) -19.5 -37.8 -40.6 18.2
※1972 年および 2005 年池田町勢要覧より
以上より、今後の更なる地域内の過疎化問題が深刻な状況になっていくことが想定されるが、
その対策として基盤事業などが進められていることなどを勘案すると、地域住民は生活環境に対
してどのように評価しているのか、またそれらが過疎化の解消のための条件としてどの程度のも
のなのか明らかにする必要がある。 
 
３－３ 生活環境に対する住民意識 
３－３－１ 調査概要 
住民自らの生活環境に対する評価と定住意向の整理による生活環境の改善課題を見出すために、
地域内の全世帯を対象に意識調査を行った。調査概要と回答者の属性を表－３および表－４に示
す。なお、質問内容は、2000 年の池田町主体で行われた意識調査注 5)の結果から、特に問題とさ
れた生活環境の実態について回答を得た。 
表－4 をみると、回答者の「年齢」
の割合構成において、生活環境の良
質如何に関わらず入学や就職によっ
て移転せざるを得ない層を多く含む
と考えられる「15～30 才」の回答割
合は少ないが、既に居住をはじめて
いる年齢層の割合構成が実際の割合
構成に近いため、地域内に居住して
いる各層の住民が抱えている生活環
表－３ 調査概要 
･調査時期   2006 年 12 月中旬 
･対象地域   福井県池田町 
･調査対象   対象地域を活動拠点とする 15 歳以上の方 
･配布数    1000 票（世帯数:1060） 
･調査方法   全世帯に直接配布し、郵送で回収 
･回収率（回収数） 38.2％（382 票） 
･質問内容 
問 1．個人属性 
問 2．生活環境の実態 
（買い物、医療･福祉、教育、交通、自然、近所付き合い）
問 3．生活環境に対する満足度 
問 4．定住意向 
問 5．今後の生活環境における重要度 
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境の実態がおよそ反映できた回答
であるといえる。また、「居住年歴」
では、約 8 割が 30 年以上であるこ
とから、地域に対する長い経験や
知見をもとに回答されたと考えら
れる。さらに「主な移動手段」で
は、8 割以上が自動車やバイクなど
で移動しているため、これらに依存した広域な活動領域の中で生活している状況であるといえる。 
表－４ 回答者の個人属性       n=382
項目 ％(*) 項目 ％(*) 
15～30 才 2 (11) 
男性 54 (48)
31～50 才 21 (8) 
51～64 才 32 (40)
性別
女性 46 (52)
年齢
65 才以上 45 (41)
0～9 4 自動車・バイク 85 
10～29 16 公共交通 2 
30～49 27 自転車・歩道 10 
居住
年歴
50 以上 53 
主な
移動
手段
その他 3 
( )
 
３－３－２ 調査結果 
『生活環境の実態』および
『生活環境に対する満足度』
の回答割合を表－5 に示す。 
まず、『生活環境の実態』
をみると、全体的に各サービ
スを受けられる施設までの
距離や移動手段に対しては
肯定の意見が多くみられて
いる。これは、地域内の公共
交通が衰退しているにもか
かわらず、住民の多くが自動
車などによる広域的な生活
範囲にあることを示唆して
いる。 
中には、とくに「買い物に
関する実態」での施設の少な
さやサービスの不足などを
多く指摘していることがわ
かる。これは、買い物などに
対する住民の好みは多様であるが、過疎地域での低い需要による採算性の問題などに起因した施
表－５ 生活環境に対する評価       n=382
 詳細項目 ％ 
町内に商業施設が少なくて不便である 72
町内の商業施設の品揃えや営業時間などのサ
ービスが充実していない 67
町外の商業施設は遠くて利用しにくい 48
買い物に 
関する実態 
町内の商業施設までの移動手段に困る 37
町内の医療施設は治療範囲が限られて困る 60
町内に医療施設が少なくて不便である 54
町外の医療施設は遠くて利用しにくい 52
町内の福祉施設は距離が遠くて不便である 37
町内の医療施設までの移動手段に困る 32
町内の福祉施設までの移動手段に困る 31
医療・福祉に
関する実態 
町内の福祉施設は訪問看護やデイサービスな
どのサービスが充実していない 22
子供のための施設が少なくて育てにくい 43教育に 
関する実態 学校までの距離が遠くて通学に不便である 42
京福･福鉄バスは移動手段として利用しにくい 57交通に 
関する実態 福祉バスは移動手段として利用しにくい 31
身近に自然環境が多くて生活が快適である 61自然に 
関する実態 生ゴミ堆肥化などの環境向上運動が楽しい 33
農作業などご近所の助け合いが嬉しい 47近所付き合い
に関する実態 ご近所や地区住民との交流が多くて楽しい 38
 詳細項目 ％ 
自然環境との親しみやすさ 73
町内の隣人や友達との交流や付き合い 51
医療･福祉施設の使いやすさ 34
公園や学校など、子どもを育てる環境 31
日常の買い物のしやすさ 20
生活環境に 
対する満足度
バスなどの交通の便利さ 19
※Kruskal-wallis の順位和検定 1％有意 
※回答割合は 5 段階のうち、『生活環境の実態』については｢とてもそう思う｣
および｢やや思う｣を、『生活環境に対する満足度』については｢非常に満足｣
および｢満足｣の割合の合計を示す。
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設減少がその原因と考えられる。 26 18560
定住したい 移転したい わからない
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とても重要 やや重要 普通 あまり重要ではない 全く重要ではない
※0：定住意向 
※1～７：重要度項目 
1. 福祉･医療施設のサービスの充実 2. 公共交通の利便性 
3. 子どもを育てやすい環境づくり   4. 自然環境との共生 
5. 商業施設利用のしやすさ       6. 近所との交流 
図－２ 定住意向と生活環境における重要度  n=382
また、「医療・福祉に関する実態」
では、医療・福祉の拠点化が良い評
価を得ているため、福祉実態に対し
ては肯定の意見が多くみられる。し
かし、医療実態に限り、深刻な高齢
化と伴う健康への不安から、常によ
り良い医療サービスを求めているた
め、医療施設の少なさや医療サービ
スの不足などを多く指摘していると
想定できる。 
そして、「教育に関する実態」では、少ない子供施設や通学の不便さに対する指摘が多く、「交
通に関する実態」では、公共交通利用の不便さを問題視しているが、福祉バスに対しては良い評
価を得ていると考えられる。また、「自然に関する実態」では、農山村地域特有の身近で豊かな自
然に対して肯定の意見が多くみられており、「近所付き合いに関する実態」では、近所の助け合い
や交流に対して多く指摘している。これは地域の著しい過疎化や高齢化と関連した現状を示唆し
ている。 
次に、『生活環境に対する満足度』では、「自然環境との親しみやすさ」といった項目のみが高
い満足度を示すが、全体的に低い結果となった。そのため、これらの原因を的確に把握した生活
環境の改善が重要と考えられる。 
最後に、図－2 に示す『定住意向』では、約半数以上の回答者が「定住」を求めているものの、
「移転」および「わからない」といった回答も約 5 割を占めており、『生活環境における重要度』
ではすべての項目について重要としている意見が 6 割以上を超えていることがわかる。これらの
ことから、生活環境の改善による意識変化が定住意向の向上に寄与すると期待できるため、定住
意向の向上に影響を与える要因をさぐる必要がある。 
以上より、住民意識に基づいた生活環境に対する評価と、地域住民が抱えている定住意向が明
らかになり、生活環境の改善の重要性を確認することができた。しかし、総合的な視点からみた
生活環境の改善方向を検討するためには、生活環境に対する評価と定住意向の相互の関連性を見
極めたうえで、より効果的な生活環境の改善方向の検討が不可欠である。したがって、次章では、
定住意向に影響を与える要因を明らかにするために、意識調査のデータを用いて両者間の因果構
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造について分析する。 
 
３－４ 生活環境に対する評価と定住意向の関連性 
３－４－１ 因果構造モデル 
共分散構造分析とは、意識調査によって得られたデータ(観測変数)と、その背後にあると考えら
れる構成概念(潜在変数)間の因果関係を明らかにするものであり、さまざまな仮説のもとに自由に
モデルを構築しその有意性を検証する場合に有効な分析手法である。 
η＝Ｂη＋Гξ＋ζ         (1) 
χ＝Κη＋Αξ＋ℯ          (2) 
(1)は潜在変数間の因果構造を表す構造方程式であり、(2)は観測変数との因果構造を表す観測方
程式である。ただし、      
η ：  内生潜在変数ベクトル 
ξ ：  外生潜在変数ベクトル 
χ ：  観測変数ベクトル 
ζ、ℯ ：  誤差項ベクトル 
Ｂ、Г、Κ、Α：  パラメータ行列 
分析では、まず因子分析を行
い、得られた因子を構成概念
(潜在変数)としてモデルを構築
し、得られた観測変数の共分散
構造行列をこれらの方程式モ
デルのパラメータによって構
造化した後、パラメータを推定
する。 
表－６ 因子分析の結果（バリマックス法） 
詳細項目 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5
福祉施設までの移動手段 0.77 0.37 -0.02 -0.07 0.17
福祉施設までの距離 0.74 0.29 -0.07 0.01 0.28
福祉サービス 0.61 0.12 -0.14 0.19 0.15
福祉バス利用 0.57 0.16 -0.13 0.30 0.12
医療施設の数 0.19 0.65 -0.08 0.26 0.14
医療の治療範囲 0.16 0.64 -0.08 0.41 0.11
町外医療施設の利用 0.18 0.64 0.04 0.12 0.14
医療施設までの移動手段 0.35 0.63 0.01 0.03 0.07
近所との交流 -0.06 0.02 0.78 -0.06 -0.02
環境向上運動が楽しい 0.02 -0.03 0.71 -0.09 -0.05
身近な自然環境 -0.13 -0.09 0.52 0.04 0.05
商業施設のサービス 0.13 0.13 -0.07 0.73 0.06
商業施設の数 0.06 0.29 -0.05 0.68 0.15
学校までの距離 0.28 0.21 0.04 0.06 0.66
子供のための施設数 0.31 0.17 -0.07 0.28 0.60
固有値 2.28 2.10 2.01 1.48 1.03
5因子までの累積寄与率 55.59% 
因子の解釈『○○環境』 福祉 医療
近所・ 
自然 買物 教育
これにより、地域住民が評価
している『生活環境』と『定住
意向』の間の把握できない各変
数間の相関関係や因果関係の
強弱やその関連性が定量化で
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き、住民意識にもとづいた生活環境の改善方向を明確にできる。 
 
３－４－２ 因果構造モデルの構築 
因果構造モデルには、表－5 で
示したデータを用いる。しかし、
分析には、順序尺度のみを使用す
るため、無回答が多い項目の一部
を削除したあと、多重共線性を考
慮し項目間の相関分析によって
相関が非常に高い項目を削除し
た。以上のクリーニングを行った
データを用いて因子分析を行い、観測変数がどのような構成概念によって分類されるのかを明ら
かにする。共通性の推定には相関行列の絶対値を最大値とし、因子負荷量の算定には主因子法を
用いて直交回転を行った。その結果、固有値が 1.0 以上、累積寄与率 55％までの 5 つの因子が構
成概念として得られた。これらの因子に対する各変数および簡潔化した質問内容を因子負荷量順
に並び替え表－6 に示す。 
＜ 生 活 環 境 の 評 価 ＞
近 所 ・自 然 環 境
生 活 環 境 に対 す る満 足 度
教 育 環 境
福 祉 環 境医 療 環 境
買 い 物 環境
生 活 環 境 に お け る重 要 度定 住 意 向
個 人 属 性
 
図－３ 仮説モデルの構築 
ここで、5 つの因子を構成概念とした仮説モデルを構築し図－3 に示す。仮説では、『個人属性』
がすべての『生活環境』に影響を与え、これらの『生活環境』の評価によって『生活環境に対す
る満足度』(以下『満足度』)は規定されると仮定した。さらに、『満足度』が『定住意向』に影響
し、この『定住意向』から『生活環境における重要度』(以下『重要度』)に影響を与えると仮定し
た。 
 
３－４－３ 因果構造モデルの解釈 
因果構造モデルの推定には、パッケージソフトAmos5.0 を用い、構築した仮説モデルをもとに
パスの引き方を検討した結果、最も適合度注 6)が高かったモデルを採用した。採用したパス図とパ
ラメータの推定結果を図－4 に示す。モデルの適合度はGfi、Agfi、Cfiとも 1.0 に近くRmseaが
0.10 以下として比較的に良い結果であったため以下に考察を行う。ただし、『個人属性』と各『生
活環境』の間ではすべてのパスが有意ではない結果となっているが、これは調査対象者の約 5 割
が 65 歳以上の高齢者であることと、8 割以上が主な移動手段として自動車やバイクを利用してい
たため、地域特性ともかかわる属性の偏った集中にその原因があると考えられる。 
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Agfi=0.801
Gfi=0.831
Ｃｆｉ=0.790
Ｒmｓeａ=0.064
サンプル数=337
＜適合度＞
図－４ 因果構造モデル（標準解） 
全体的にみると、『近所・自然環境』、『福祉環境』、『買い物環境』の順に『満足度』へ影響(相
関係数：0.74、0.21、0.20)を与えており、これを受けて『定住意向』に強く結びつき(相関係数：
0.78)、『重要度』に影響(相関係数：0.30)を与えている。このことから、『近所・自然環境』『福祉
環境』『買い物環境』に重点をおいた生活環境の改善を進めることによって『満足度』が高まり、
これが『定住意向』の向上にもつながるといえる。 
中では、『近所・自然環境』の『満足度』への影響が最も強いが、これは、農山村地域といった
地域特有の住民の愛着心や地縁・血縁が深いことに関連していると想定され、身近な自然環境を
利用したさまざまな町内会やイベントなどをつうじて「近所との交流」を深めることが『満足度』
の向上に高い効果を持つと考えられる。 
また、『福祉環境』および『買い物環境』の『満足度』への影響を考慮すると、各施設のサービ
ス改善や施設の増設だけでなく、隣接市との交通ネットワークの形成などをつうじた施設までの
距離克服や移動方法の強化が重要であると読み取れる。 
しかし、『教育環境』および『医療環境』から『満足度』へのパスは有意ではない結果となった。
これは、地域住民の高い高齢化率のため『教育環境』に対する意識が低いことと、とくに『医療
環境』は、老後の病気などに対する不安や命とも直結する重要な環境であるため、『満足度』に関
連せずより良い『医療環境』を常に求めていることを反映しているといえる。 
次に、『定住意向』が強い地域住民ほど、『重要度』として地域内外を連絡する「公共交通の利
便性の向上」、「商業施設利用のしやすさ」、福祉・医療施設のサービスの充実」に対する改善を重
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：医療・福祉拠点の持続的な維持・管理によ
るサービスの充実と範囲の拡張
：生活拠点を中心とした周辺集落および隣
接市との公共交通ネットワーク強化
公共交通ネットワーク強化
：町外商業施設との連携・協力による需要
対応型アクセス性の向上
町外商業施設との協力・連携
医療・福祉拠点の維持・管理
【第1段階】
【第2段階】
【第3段階】
近所との交流
商業施設の数
商業サービス
施設まで距離
施設まで移動
公共交通の
利便性の向上
商業施設の
利用のしやすさ
福祉･医療施設の
サービスの充実
買い物
＜生活環境＞＜改善の重要項目＞
おける重要度生活環境に
近所
・
自然
医療サービス
施設まで移動 医療
定住意向 生活環境に対する満足度
＜段階的な改善方向＞
福祉
図－５ 因果構造モデルに基づく生活環境の段階的な改善方向 
要視していることがわかる。 
以上により、『満足度』を高めることが『定住意向』の向上につながるといった両者間の関連性
と、『定住意向』が向上のための重要な改善項目が明らかになった。 
 
３－５ 生活環境の改善のための道路交通環境の整備方向 
以上の因果構造による『満足度』と『定住意向』および『定住意向』と『重要度』の関連性に
もとづき、『満足度』に影響を与えている『近所・自然環境』、『福祉環境』、『買い物環境』を構成
している観測変数の中で因果関係の強い項目と、『重要度』を構成している観測変数の中で因果関
係の強い 3 項目を絞り込み、現実態を考慮しつつ生活環境の段階的な改善方向を検討する。さら
に、『医療環境』は『満足度』に関連せず常により良い環境を求めていることから、『医療環境』
の改善も考慮しつつ改善方向を提示する。なお、生活環境の改善方向と改善イメージを図－5 お
よび図－6 に示す。 
【第 1 段階】公共交通ネットワーク強化 
池田町では、町内バス「なかま号」の運行による公共交通の充実化を図っているが、バス停ま
での距離、利用時間帯、町外バスとの連携などの問題を抱えている状況である。そのため、これ
らの弱点を補完できる周辺集落および隣接市との公共交通ネットワークを強化し、町外にある有
数の生活サービス施設への移動障害を克服する。 
【第 2 段階】町外商業施設との協力・連携 
深刻な過疎化問題は、町内の商業施設の需要をも低下させるため、経営難と伴う施設数の減少
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が欠かせない問題となっている。
そのため、位置条件や幹線道路網
構造などを考慮し町外の商業施
設との協力・連携を図り、町内の
需要に対応したシャトルバスや
デマンドバスの運行を行うなど、
商業施設へのアクセス性を向上
させて地域住民の幅広い需要が
充足できるように多様なサービスが受けられるようにする。 
図－６ 改善イメージ 
【第 3 段階】医療・福祉拠点の持続的な維持・管理 
総合保健福祉センタ 「ーほっとプラザ」の新設による拠点形成が非常に肯定的評価を得ている。
しかし、医療環境の改善は過疎・高齢化が進んでいる地域にとって常に重要な環境の一つとして
認識されている。そのため、町内バスの増便などのアクセス性の向上および訪問看護などのサー
ビスをより充実させるなど、現施設の持続的な維持・管理によるより良いサービスの供給やサー
ビスを受けられる範囲の拡張が望ましい。 
 
３－６ おわりに 
本研究では、過疎農山村地域の生活環境の改善方向について検討を行った結果、以下のような
成果を得た。 
① 地域実態の把握に加え住民意識調査を行い、住民視点からの生活環境に対する評価と定住意
向の把握、そして生活環境改善の重要性が確認できた。 
② 意識調査結果を用いて生活環境の評価と定住意向の因果構造を分析した結果、生活環境に対
する満足度を高めることが定住意向の向上につながるといった両者間の関連性が明らかにした。 
③ 因果構造の分析結果から、地域住民が求めている住み続けられるために相応しい生活環境の
改善方向を段階的に検討し、公共交通環境を中心とした買い物環境や福祉環境、そして医療環
境の改善方向を提示した。 
以上により、住民視点に基づいた生活環境に対する評価と定住意向の間の関連性を定量化し、
生活環境の改善方向の検討による段階的な改善方向が提示できた。 
最後に、この地域は高齢化が著しく進んでいるため、意識調査を対象が主に高齢者となり、彼
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らの視点に着目した結論となっている。しかし、このような過疎地域の今後の存続を考慮すると、
過疎・高齢化の原因ともいえる若者の流出を防ぎつつ長く住み続けられる改善方向が欠かせない。
そのため、今後はこのようなことを前提とした若者に対する調査・分析による対策が必要である。 
 
＜補注＞ 
1) 国 土 交 通 省 都 市 計 画 課 （ 2006 ） 高 齢 者 が 生 き 生 き と 暮 ら せ る 環 境 の 実 現 ． ＜
www.milt.go.jp/crd/city/plan/ppg/koureisya/pdf＞、2006.9.18 参照． 
2）平成 12 年から総務省自治行政局が施行した「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき、豊かな自
然環境に恵まれた生活空間と、自立的な地域社会を構築などによる国土に寄与することを目的とし
ている。 
3）2000 年に町中心に建設された、総合保健福祉センター「ほっとプラザ」は、福祉部門、医療部門、
行政部門の 3 つの部門から、それぞれ池田町社会福祉協議会、池田町診療所、池田町役場保健福祉
課を備えている。 
4）2006 年に運行を開始した「なかま号」は、スクールバスと市民バスを併用し、ほっとプラザと町
内 45 箇所にバス停を配置し無料運行している。 
5）池田町では、2000 年に第 4 次総合振興計画策定（H12-22）のために、町のイメージ、まちづくり、
町の変化、生活環境の満足度、将来像、定住意向について住民意識調査を実施した（配布数 1、000
票、回収数 658 票）。 
6）適合度指標には、一般的にモデルの適合度は次の 4 つをおさえておけば受容して良いと判断できる。
Gfi、Agfi と Cfi ともにその値が 0.0 から 1.0 に近いほど、Rｍsea が 0.1 から 0.0 に近いほど良い当
てはまりと判断する。 
 
＜参考文献＞ 
1）川上洋司、李偉国、野嶋慎二、漁村集落住民の生活環境評価及び定住意向に関する研究、第 14 回
環境情報科学論文集、pp.73～78、2001. 
2）森山昌幸、藤原章正、杉恵頼寧、高齢社会における過疎集落の交通サービス水準と生活の質の関連
性分析、土木計画学研究・論文集、19(4)、pp.725～731、2002. 
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第４章 
地方部における自然災害に対する道路の安全性評価 
４－１ はじめに 
地方部の育成と強化は、国土の均衡ある発展のための必要条件である。特に、「人口の減少と高
齢化の進展と活力ある地域づくり」、「安心・快適な生活空間と地域の活性化」などが、今後の地
方部形成の背景として重要な視点となっている。また、最近における豪雨災害、震災は地方部に
壊滅的な打撃を与えており、上記の地方部では成立基盤の壊滅的破壊が生じている。 
一方、これまで、地方部の社会基盤を支える道路整備注 1)は、地域づくりの根幹をなすものであ
るにもかかわらず、需要量の側面からの評価は得られにくいなど、その整備の必要性は低く位置
づけられてきた。このような状況において、都市地域、中山間地域、過疎地域などの多様な空間
で構成される地方部における道路が、その地域の安全･安心に与える貢献を明らかにしていく必要
がある。しかしながら、最近、我が国では地震や降雨などの災害が頻発しており、各地に大きな
被害をもたらしている。そのため、安全で安心な地域の形成にあたって、地方部の道路の安全性
を評価することは重要な課題といえる。 
自然災害と道路に関する既存研究をみると、都市間の時間距離を用いて被災道路の復旧順位を
提案したもの1）、災害データを活用し計画手法として道路網計画の策定を試みたもの2）などがあ
る。しかし、これらの研究では、自然災害が発生した際の道路の信頼性や代替性の評価を行った
ものであり、安全性という観点で災害、道路整備、地域条件との関係から評価は行っていない。 
そこで、本研究では、近畿・中部・北陸の地方部を対象として災害の実態について把握すると
ともに、道路整備の状況を整理し、道路の安全性評価を行う。まず、対象市町村への意識調査を
実施し、重要な自然災害の種類と対応実態を把握する。次に、自然災害に対する道路の安全性評
価の方法について検討を行い、福井県を事例とし過去の自然災害における様々な指標を用いて検
討する。 
 
４－２ 自然災害への対応に関する行政意向調査 
４－２－１ 調査の概要 
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自然災害に対する市町村の認識と対応を探るため、近畿、中部、北陸の 7 府県（富山、石川、
福井、長野、岐阜、滋賀、京都）の市町村に対し、二度の意向調査を行った。なお、第二次調査
は、第一次調査で回答のあった市町村に行っているが、市町村合併による地域の再編成が生じた
ため配布数は 114 票となっている。調査の概要は表－1 に示すとおりである。 
４－２－２ 自然災害の発生状況と備え（第一次調査） 
ここでは、第一次調査の自然災害
の発生状況と今後の備えについての
主な基礎的結果を示す。詳細につい
ては参考文献3)を参照されたい。 
まず、過去 30 年間程度に起こった
大規模な自然災害による被害を受け
た 市 町 村 は 、 多 い 順 に 「 台 風
（61/131）」「豪雨（59/131）」「豪雪
(34/131)」であり、風水害による被災
が多い。なお、何らかの被災があっ
た市町村は 98 市町村と、回答のあっ
た市町村の 75％を占めている。次に、近年は各地でさまざまな自然災害が頻発しているが、市町
村はこれら災害など緊急時に対応をとれる状況にしておかなければならない。とくに、地域防災
計画の中で重点の置かれている自然災害には、近年起こると予測されている「地震」や頻発して
いる「風水害」に関する指摘が圧倒的に多いことが分かっている。しかし、現在はいわゆる「平
成の大合併」からまだ一年程しか経っておらず、合併した市町村では各種計画の調整が必要であ
ろう。これについては調査で「市町村合併が行われる中で地域防災体制について計画の見直しや
再編の動き」を聞いているが、調査時点で「既に再編した」と回答した市町村は 131 市町村中 12
市町村と約一割であり、今後の早急な計画の制定が待たれる。 
表－１ 調査の概要 
 第一次調査 第二次調査 
調査年月 平成 17 年 11 月 平成 18 年 11 月 
調査方法 郵送調査法 
調査対象 274 市町村 114 市町村 
回収（率） 131（47.8％） 82（62.8％） 
調査内容
【第一次調査】 
・自然災害への備え、対応策 
・自然災害に対する道路の役割 
・広域防災体制、他地域との応援体制 
【第二次調査】 
・道路整備の重要視項目 
・防災・減災計画（リスクマネジメント） 
・地域防災戦略・自主防災組織 
・孤立可能性のある集落への対応 
・災害発生時の対応評価 
 
４－２－３ 自然災害の発生状況と備え（第二次調査） 
近年各地で多発している災害からも、市町村の災害に対する危機意識は高まっており、第一次
調査によれば災害対策に係わる対応策やマニュアル等の新規作成や強化をしている市町村もみら
れる3)。第二次調査では、各市町村は自身の対応を平均 5 割程度の充実度と評価している。この評
価に対する理由として、プラスに働いた理由（『＋要因』）とマイナスに働いた理由（『－要因』）
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を 22 項目の中から選択しても
らった。図－1 より、『＋要因』
には「情報収集・伝達体制の整
備」「災害への理解度(自治体担
当者)」「防災機関の体制整備」
など各市町村のソフト的な対
応があげられているのに対し、
『－要因』には「ロジスティッ
クスの確保」「災害に関する調
査・研究」「既存構造物の耐火
(震)性」など、比較的、ハード
面やある条件が規定されてい
る中での政策があげられてい
る。今後は基礎的研究活動や災
害前の対応として減災につながる対応の強化が求められる。 
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地域コミュニティの結成状況
災害に関する各種計画内
自主防災組織体制の整備
住民への啓発活動･防災教育
災害への理解度(住民) 
パトロール等、警戒体制の整備
広域道路の整備
地域間応援体制の整備
避難体制の整備
医療救護体制の整備
河川整備・土砂災害対策整備
災害情報の共有化･ｼｽﾃﾑのﾈｯﾄﾜｰｸ
ボランティア、NPO組織との関係
災害時の土地利用規制・交通制御
避難所の整備･高機能化
財政・予算面
既存構造物の耐火(震)性
災害に関する調査･研究活動
ロジスティックスの確保
評価のプラス要因 評価のマイナス要因
  図－１ 各市町村の政策評価に与えた要因 
次章では、以上の結果を踏まえ、とくに災害経験と意識が高まっている「水害」と「地震」に
着目し評価を行う。 
 
４－３ 道路の安全性評価 
４－３－１ 評価方法の検討 
自然災害に対する道路の安全性評価にあたっては、自然災害が起きた場合、道路のどの区間が
相対的にみてどの程度途絶しやすいかを知ることが重要である。そのため、様々な災害による道
路の途絶を総合的に判断する必要がある4)。そこで、自然災害による途絶のしやすさを、災害が起
きたときの状況と道路区間の通行止め規制の状況の関係から、自然災害に対する道路区間のリス
ク注 2)の量で表し、リスクのランク付けによる道路区間の相対的な安全性評価を行う。 
リスク(R)は、発生確率(P)と災害規模(A)の二つの積として表し、災害の種類により重み(ω)をつ
ける形とする。すなわち、式(1)を用いて求めることができる。ただし、i は自然災害の種類であ
る。 
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∑ωi(Pi×Ai)
i=1
Ri =
n
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（１）
 
なお、本研究では、様々な自然災害の中でも、前述した意識調査の結果から降雨(f)と地震(e)に
注目し評価を行う。そのため、式(1)は以下に示す式(2)として表される。 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（２）R(e、f) = ωe(Pe×Ae)＋ωf(Pf×Af)  
まず、発生確率(Pi)は、一定の道路区間および一定の期間に、自然災害による道路の途絶回数を
表しており、ある道路区間における単位距離当たりの通行止め規制件数として求められる。なお、
確率の最大値は一般的に 1.0(100%)であるが、ここでは道路区間の安全性を充分に確保すること
を考慮し余裕を踏まえて 1.2 と設定した。 
次に、災害規模(Ai)は、自然災害の規模による道路区間の途絶状態(程度)を表す。これは、自然
災害の強度(Ii)と自然災害に対する道路区間の脆弱性(Zi)の関係にもとづき、式(3)を用い求められ
る。 
  Ai = (Ii×Zi) ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（３）
本研究では、地震(e)と降雨(f)を対象とするので、 
Ie：通行止め規制件数×活断層の有無  If：通行止規制件数×規制時 48 時間雨量 
Ze：耐震対策箇所の有無   Zf：一定雨量に対する通行止め規制の有無 
 
とした。なお、Zf は、
図－2 に示すように、
単位距離当りの雨量を
X 軸に、単位距離当り
の通行止め規制件数を
Y 軸に表し、これらの
X と Y を変数とした相
関係数と回帰直線を基
準に定められる。 
Ｘ=路線1Km当りの雨量
Ｙ=路線1Km当りの災害件数
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46013
6113
6605566094
1050 66060
1038
4082
1037
66053
1049
66105
46044
1104566059
1039
54072
66029
6030
51040
0.00
0.30
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Y
・相関係数：r＝0.995
・回帰直線：ｙ＝0.75+0.01(x-x`)
・脆弱性
　■：1、●：2、◆：3、◆：4、▲：5
図－２ 雨量と通行止め規制件数の関係 
以上により式(2)は以下の式(4)となる。これらの災害による通行止め規制件数など評価に用いた
データは表－2 に示すとおりである。 
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表－２ 道路の安全性評価に用いるデータ 
指標 説明・求め方 
①延長 リンクごとの路線長 
②活断層 福井県内における活断層の分布による。(図5－7参照) 
③期間 平成5年から平成16年の過去12年間の総データを用いる 
④48時間雨量 各要因による通行規制実施日の前日及び当日の雨量の合計mm 
⑤洪水警報の1時間雨量 洪水警報は平野部において1時間雨量で40～50mm以上が目安 
⑥実効雨量 通行規制を行ったことのない路線の場合、最小危険雨量(洪水警報に
おける1時間雨量)を用いる 
⑦通行止め規制件数(降雨) 通行規制原因が、「雨量基準オーバー」「土砂流」「雪害」等の洪水災
害により被害が増す要因 
⑧通行止め規制件数(地震) 通行規制原因が、「落石」「法面崩壊」「道路崩壊」「その他」等の地
震災害により被害が増す要因 
⑨耐震対策箇所 県が実施している「道路防災総点検」による路線ごとの対策箇所数
地震による災害発生確率(PE) 県内全地域で同一確率とする 
災害強度(I) 単位距離当たりの通行規制件数と、雨量及び活断層の関係から算出
洪水災害の脆弱性(ZF) 災害危険度の回帰直線との関係による。(図5－9参照) 
地震災害の脆弱性(ZE) 耐震対策箇所の点検可否と路線延長の関係による。対策不要区間の
脆弱性は1とみなす 
地震災害のリスク(RE) 求められた洪水災害リスク(ＲＦ)と地震災害リスク(ＲＥ)の大きさ
を考慮しω係数を100とする 
リスク・ランク 求められた災害リスク(Ｒ)のlog10値より、4分類する (I：1≦R<2、Ⅱ：2≦R<3、Ⅲ：3≦R<4、Ⅳ：4≦R< 5) 
※以下の現況および計算に用いるデータは、この番号を用いて示す。 
４－３－２ 対象地域における道路の安全性評価 
（１）対象地域 
評価対象地域として、過去の自然災害による通行止め規制の状況や孤立可能性のある集落注 3)の
分布、そして災害危険区域に指定されている区域等を考慮し、モデル地区として福井県内の三つ
の地域（奥越、越前海岸、若狭）を選定した。対象路線は、地域内の幹線道路である一般国道、
主要地方道、一般県道とした。対象地域
の一部として奥越地域の道路網および過
去 12 年間の自然災害による通行止め規
制の現状を図－3、奥越地域の道路の現
況を表－3 に示す。 
図－３ 過去 12 年間の通行止め規制の現況 
 
（２）評価結果 
前述した評価方法を踏まえて奥越地域
について計算した結果は、図－4 に示す
とおりである。なお、安全性評価の計算
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表－３ 奥越地域における道路の現況 
通行規制件
数 ⑨ 区 
分 
路線 
番号 区間数 
① 
(km) 
⑥ 
(④、⑤に
より、mm) ⑦ ⑧ 
脆弱性※
要 済 
平日 12 時間 
交通量 
(各区間の交通量
の合計/区間数)
157 9 68.8 2,547 28 8 3.3 62 3 4,160 
158 9 62.2 3,761 35 8 3.1 62 4 3,687 
416 3 15.4 120 - 2 3.3 6 - 4,685 
一 
般 
国 
道 476 1 2.4 438 3 4 3.0 1 - 3,249 
17 2 8.0 80 - 1 3.0 4 - 5,858 
26 3 19.6 120 - - 3.0 7 - 2,666 
31 2 7.9 80 - 1 4.0 - - 3,266 
地 
方 
道 34 1 14.4 562 5 2 2.0 2 - 1,293 
112 1 12.4 109 1 - 3.0 - 1 620 
127 2 12.9 2,201 15 5 1.0 1 5 228 
131 1 2.3 40 - - 4.0 - - 4,052 
132 1 1.9 40 - - 3.0 - - 1,313 
135 1 7.5 296 3 2 3.0 11 - 1,907 
168 1 12.9 365 4 2 3.0 3 1 2,786 
169 1 3.2 40 - - 3.0 1 - 450 
170 1 9.8 63 1 - 3.0 - - 1,097 
171 1 12.2 40 - 2 3.0 - 1 507 
173 1 20.8 1,247 11 6 2.0 18 1 668 
174 1 7.6 321 1 - 1.0 3 3 303 
221 1 9.5 118 1 1 3.0 1 - 155 
230 1 39.0 1,750 15 5 2.0 - - 107 
239 1 8.5 40 - - 3.0 1 - 257 
240 3 12.2 120 - 3 3.3 1 - 1,056 
一 
 
般 
 
県 
 
道 
260 1 1.2 40 - - 5.0 - - 2,139 
※図－2 に示した回帰直線を基準として、直線の上ほど強、下ほど弱とみなし、弱 1 から強 5 までの 5 段階に表す。
例（一般国道 157 号のケース）を表－4 に示す。 
・奥越地域：全体的にみると、大野市と岐阜県をつないでいる国道 158 号および 157 号と、県
境の谷北六呂師線(一般 46044)、上小池勝原線(一般 66059)のリスクがランクⅣと高い結果とな
っている。なかでも、勝山市内の勝山丸岡線(主 4037)、藤巻下荒井線(一般 66053)、勝山停車
場線(一般 6033)と、大野市内の、松ヶ谷宝慶寺線(主 4082)、本郷大野線(一般 56018)のリスク
がランクⅢとやや高い結果となっている。 
・越前海岸地域：国道 305 号を対象路線の基準とし、国道 305 号とリンクしている各路線の最
初の区間を対象にした。坂井市周辺のリスクは、ランクⅡ以下と比較的低い結果となったが、
福井市菅生町の周辺から国道 305 号の以南の殆どの区間のリスクでランクⅣ～Ⅴまでと高い結
果となっている。また、大味漁港周辺の福井四ヶ浦線(主 64024)および越前町梅浦周辺の福井
四ヶ浦線(主 44001)のリスクがランクⅣと高い結果となっている。 
・若狭地域：敦賀市以南の全地域を対象としているこの地域では、国道 303 号のリスクがラン
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表－４ 道路の安全性評価（一般国道 157 号の例） 
データ P A R 
I Z ※１ 
通行止件数 N Ze 道
路
番
号 
区間 
番号 
fN 
=⑦ 
+1.
0 
eN 
=⑧ 
+0.2 
Pf
= 
fN/
①
Pe 
If 
= 
(fN/①) 
×⑥ 
Ie 
= 
(eN/①)
×② 
Zf
耐震対
策=⑨×
(要:2,済:1)
= 
耐震
対策
×①
Af 
= 
If × Zf
Ae 
= 
Ie × Ze 
Rf 
= 
Pf × 
Af 
Re 
= ω ×
(Pe×Ae
) 
※２ 
ω=10
0
R 
= 
Rf + 
Re 
l
o
g
(R)
※
３
ラ
ン
ク
31034 1 0.2 0.11 3.8 0.02 3 2 54.0 572.4 11.3 10.8 1.3 1,080 1,081.3 3.0 Ⅲ
1034 1 0.2 0.57 19.0 0.10 3 1 1.0 2.1 57.1 0.2 32.7 20 52.7 1.7 Ⅰ
1035 1 0.2 0.34 11.4 0.06 3 1 1.0 3.5 34.3 0.2 11.8 20 31.8 1.5 Ⅰ
クⅤと非常に高く、国道 162 号の小浜
市田鳥から阿納周辺の一部区間(1058)
と、佐田竹波敦賀線(主 64077)、河内
熊川線(一般 46052)、常神三方線(一般
66092)のリスクがランクⅣと高い結
果となった。 
（３）交通量との関係 
以上で求めた各道路区間のリスクによ
る社会的影響を交通量との関係から考え
ることが重要である。ここでは、社会的
影響として、各道路区間のリスクと平日
12 時間交通量との関係を把握する。結果
は図－5 に示す。 
全体的にみると、交通量が低い道路区間ほどリスクが高い傾向となっている。 
中でも、全路線の 167 区間に対して 20 区間（約 20％）のリスクがⅣ以上と非常に高いものの、
これらの殆どの区間は、交通量が 5,000 台以下とそれ程多くない。具体的には、一般国道 157 号
1036 1 0.2 0.23 7.7 0.04 3 1 1.0 5.2 23.1 0.2 5.3 20 25.3 1.4 Ⅰ
県 
1037 2 0.2 0.69 58.1 0.06 4 1 1.0 3.2 232.5 0.2 159.8 20 179.8 2.3 Ⅱ
内 1 
同 5 
1038 2 0.2 0.54 54.6 0.05 4 1 1.0 4.1 218.5 0.2 117.3 20 137.3 2.1 Ⅱ
一 7 
1039 5 1.2 1.00 325.8 0.19 3 2 16.0 99.2 977.4 19.2 977.4 1,920 2,897.4 3.5 Ⅲ
1.0 
1040 1 2.2 0.24 3.0 0.16 3 2 172.0 2,322.0 8.9 378.4 2.1 37,840 37,842.1 4.6 Ⅳ
51040 23 5.2 1.00 1,959.5 2.55 4 2 12.0 244.8 7,838 624.0 7,838.0 62,400 70,238.0 4.8 Ⅳ
※1．通行止め規制件数のない区間に対して、12年間の発生確率 0.1を基準とした 1.2を、fN と eNに分けて適用する。 
※2．降雨災害に対する地震災害の重み係数 ωは、地震災害の重要性を考慮して 100 とする。 
※3．ランクは、Ⅰ:1≦log(Ｒ)<2、Ⅱ:2≦log(Ｒ)<3、Ⅲ:3≦log(Ｒ)<4、Ⅳ:4≦log(Ｒ)である。
※道路上の数字は区間番号である。 
図－４ 奥越地域における道路の安全性評価 
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図－５ 道路のリスクと交通量の関係 
および 158 号の一部区間
（交通量 3,000 台以下）、
一般県道の上小池勝原線
の一部区間（交通量1,000
台以下）および谷北六呂
師線の一部区間（交通量
2,000 台以下）でリスク
Ⅳの評価結果となり、こ
れらの道路区間の整備を
通じた安全性確保の観点から再検討が必要となる。また、対象地域別にみてリスクの高い路線の
交通量は以下のとおりである。 
・奥越地域：国道 157 号、158 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）であり、一般
県道の中では、上小池勝原線の一部区間がリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）、谷北六呂師線の一
部区間がリスクⅣ（交通量 2,000 台以下）である。 
・越前海岸地域：国道 305 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 4,000 台以下）であり、一区間で
はリスクⅤ（交通量 2,000 台以下）と非常に高くなっている。主要地方道の中の福井四ケ浦線
の一部区間はリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）である。 
・若狭地域：国道 303 号の一部区間がリスクⅤ（交通量 6,000 台以下）と非常に高く、国道 162
号の一部区間がリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）となっている。また、主要地方道の中の佐田
竹波敦賀線の一部区間がリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）であり、一般県道の中では、泊小浜
停車場線および常神三方線の一部区間がリスクⅣ（交通量 2,000 台以下）、河内熊川線の一部区
間はリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）である。 
 
４－４ おわりに 
本研究で得た知見は以下のとおりである。 
① 市町村に対する意識調査を行った結果、過去 30 年間程度の間では台風や豪雨による被災が
多いこと、地域防災計画では災害の中でもとくに地震や風水害に重点が置かれていることが分
かった。また、各市町村の災害対応に対する評価とその理由についても確認した。 
② 自然災害に対する道路の安全性の評価方法を検討した結果、降雨および地震に対する道路の
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総合的な安全性を判断することができ、道路区間の相対的な安全性の評価基準を定めることが
できた。 
③ 福井県内の事例に対して評価方法の適用を試みた結果、自然災害に対する道路区間の相対的
なリスクが算出でき、交通量とリスクの関係についても確認できた。 
 
＜補注＞ 
1）道路とは、県内及び地域間相互を連絡する道路で、広域的な活動、交流を支える幹線道路である。
本研究では、高速道路、一般国道、主要地方道および一般県道を対象とした。 
2）ある有害な原因（障害）によって損失を伴う危険な状態が発生するとき、[損失]×[損失の発生する
確率]の総和を指す 5) 。 
3）道路交通または海上交通による外部からのアクセスが自然災害による要因等で困難となり、住民生
活が困難もしくは不可能となる状態。福井県内には 1,070 の集落があり、その内孤立する可能性の
ある集落は 230 とされている6)。 
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第４章 
地方部における自然災害に対する道路の安全性評価 
４－１ はじめに 
地方部の育成と強化は、国土の均衡ある発展のための必要条件である。特に、「人口の減少と高
齢化の進展と活力ある地域づくり」、「安心・快適な生活空間と地域の活性化」などが、今後の地
方部形成の背景として重要な視点となっている。また、最近における豪雨災害、震災は地方部に
壊滅的な打撃を与えており、上記の地方部では成立基盤の壊滅的破壊が生じている。 
一方、これまで、地方部の社会基盤を支える道路整備注 1)は、地域づくりの根幹をなすものであ
るにもかかわらず、需要量の側面からの評価は得られにくいなど、その整備の必要性は低く位置
づけられてきた。このような状況において、都市地域、中山間地域、過疎地域などの多様な空間
で構成される地方部における道路が、その地域の安全･安心に与える貢献を明らかにしていく必要
がある。しかしながら、最近、我が国では地震や降雨などの災害が頻発しており、各地に大きな
被害をもたらしている。そのため、安全で安心な地域の形成にあたって、地方部の道路の安全性
を評価することは重要な課題といえる。 
自然災害と道路に関する既存研究をみると、都市間の時間距離を用いて被災道路の復旧順位を
提案したもの1）、災害データを活用し計画手法として道路網計画の策定を試みたもの2）などがあ
る。しかし、これらの研究では、自然災害が発生した際の道路の信頼性や代替性の評価を行った
ものであり、安全性という観点で災害、道路整備、地域条件との関係から評価は行っていない。 
そこで、本研究では、近畿・中部・北陸の地方部を対象として災害の実態について把握すると
ともに、道路整備の状況を整理し、道路の安全性評価を行う。まず、対象市町村への意識調査を
実施し、重要な自然災害の種類と対応実態を把握する。次に、自然災害に対する道路の安全性評
価の方法について検討を行い、福井県を事例とし過去の自然災害における様々な指標を用いて検
討する。 
 
４－２ 自然災害への対応に関する行政意向調査 
４－２－１ 調査の概要 
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自然災害に対する市町村の認識と対応を探るため、近畿、中部、北陸の 7 府県（富山、石川、
福井、長野、岐阜、滋賀、京都）の市町村に対し、二度の意向調査を行った。なお、第二次調査
は、第一次調査で回答のあった市町村に行っているが、市町村合併による地域の再編成が生じた
ため配布数は 114 票となっている。調査の概要は表－1 に示すとおりである。 
４－２－２ 自然災害の発生状況と備え（第一次調査） 
ここでは、第一次調査の自然災害
の発生状況と今後の備えについての
主な基礎的結果を示す。詳細につい
ては参考文献3)を参照されたい。 
まず、過去 30 年間程度に起こった
大規模な自然災害による被害を受け
た 市 町 村 は 、 多 い 順 に 「 台 風
（61/131）」「豪雨（59/131）」「豪雪
(34/131)」であり、風水害による被災
が多い。なお、何らかの被災があっ
た市町村は 98 市町村と、回答のあっ
た市町村の 75％を占めている。次に、近年は各地でさまざまな自然災害が頻発しているが、市町
村はこれら災害など緊急時に対応をとれる状況にしておかなければならない。とくに、地域防災
計画の中で重点の置かれている自然災害には、近年起こると予測されている「地震」や頻発して
いる「風水害」に関する指摘が圧倒的に多いことが分かっている。しかし、現在はいわゆる「平
成の大合併」からまだ一年程しか経っておらず、合併した市町村では各種計画の調整が必要であ
ろう。これについては調査で「市町村合併が行われる中で地域防災体制について計画の見直しや
再編の動き」を聞いているが、調査時点で「既に再編した」と回答した市町村は 131 市町村中 12
市町村と約一割であり、今後の早急な計画の制定が待たれる。 
表－１ 調査の概要 
 第一次調査 第二次調査 
調査年月 平成 17 年 11 月 平成 18 年 11 月 
調査方法 郵送調査法 
調査対象 274 市町村 114 市町村 
回収（率） 131（47.8％） 82（62.8％） 
調査内容
【第一次調査】 
・自然災害への備え、対応策 
・自然災害に対する道路の役割 
・広域防災体制、他地域との応援体制 
【第二次調査】 
・道路整備の重要視項目 
・防災・減災計画（リスクマネジメント） 
・地域防災戦略・自主防災組織 
・孤立可能性のある集落への対応 
・災害発生時の対応評価 
 
４－２－３ 自然災害の発生状況と備え（第二次調査） 
近年各地で多発している災害からも、市町村の災害に対する危機意識は高まっており、第一次
調査によれば災害対策に係わる対応策やマニュアル等の新規作成や強化をしている市町村もみら
れる3)。第二次調査では、各市町村は自身の対応を平均 5 割程度の充実度と評価している。この評
価に対する理由として、プラスに働いた理由（『＋要因』）とマイナスに働いた理由（『－要因』）
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を 22 項目の中から選択しても
らった。図－1 より、『＋要因』
には「情報収集・伝達体制の整
備」「災害への理解度(自治体担
当者)」「防災機関の体制整備」
など各市町村のソフト的な対
応があげられているのに対し、
『－要因』には「ロジスティッ
クスの確保」「災害に関する調
査・研究」「既存構造物の耐火
(震)性」など、比較的、ハード
面やある条件が規定されてい
る中での政策があげられてい
る。今後は基礎的研究活動や災
害前の対応として減災につながる対応の強化が求められる。 
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パトロール等、警戒体制の整備
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評価のプラス要因 評価のマイナス要因
  図－１ 各市町村の政策評価に与えた要因 
次章では、以上の結果を踏まえ、とくに災害経験と意識が高まっている「水害」と「地震」に
着目し評価を行う。 
 
４－３ 道路の安全性評価 
４－３－１ 評価方法の検討 
自然災害に対する道路の安全性評価にあたっては、自然災害が起きた場合、道路のどの区間が
相対的にみてどの程度途絶しやすいかを知ることが重要である。そのため、様々な災害による道
路の途絶を総合的に判断する必要がある4)。そこで、自然災害による途絶のしやすさを、災害が起
きたときの状況と道路区間の通行止め規制の状況の関係から、自然災害に対する道路区間のリス
ク注 2)の量で表し、リスクのランク付けによる道路区間の相対的な安全性評価を行う。 
リスク(R)は、発生確率(P)と災害規模(A)の二つの積として表し、災害の種類により重み(ω)をつ
ける形とする。すなわち、式(1)を用いて求めることができる。ただし、i は自然災害の種類であ
る。 
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∑ωi(Pi×Ai)
i=1
Ri =
n
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（１）
 
なお、本研究では、様々な自然災害の中でも、前述した意識調査の結果から降雨(f)と地震(e)に
注目し評価を行う。そのため、式(1)は以下に示す式(2)として表される。 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（２）R(e、f) = ωe(Pe×Ae)＋ωf(Pf×Af)  
まず、発生確率(Pi)は、一定の道路区間および一定の期間に、自然災害による道路の途絶回数を
表しており、ある道路区間における単位距離当たりの通行止め規制件数として求められる。なお、
確率の最大値は一般的に 1.0(100%)であるが、ここでは道路区間の安全性を充分に確保すること
を考慮し余裕を踏まえて 1.2 と設定した。 
次に、災害規模(Ai)は、自然災害の規模による道路区間の途絶状態(程度)を表す。これは、自然
災害の強度(Ii)と自然災害に対する道路区間の脆弱性(Zi)の関係にもとづき、式(3)を用い求められ
る。 
  Ai = (Ii×Zi) ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（３）
本研究では、地震(e)と降雨(f)を対象とするので、 
Ie：通行止め規制件数×活断層の有無  If：通行止規制件数×規制時 48 時間雨量 
Ze：耐震対策箇所の有無   Zf：一定雨量に対する通行止め規制の有無 
 
とした。なお、Zf は、
図－2 に示すように、
単位距離当りの雨量を
X 軸に、単位距離当り
の通行止め規制件数を
Y 軸に表し、これらの
X と Y を変数とした相
関係数と回帰直線を基
準に定められる。 
Ｘ=路線1Km当りの雨量
Ｙ=路線1Km当りの災害件数
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Y
・相関係数：r＝0.995
・回帰直線：ｙ＝0.75+0.01(x-x`)
・脆弱性
　■：1、●：2、◆：3、◆：4、▲：5
図－２ 雨量と通行止め規制件数の関係 
以上により式(2)は以下の式(4)となる。これらの災害による通行止め規制件数など評価に用いた
データは表－2 に示すとおりである。 
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表－２ 道路の安全性評価に用いるデータ 
指標 説明・求め方 
①延長 リンクごとの路線長 
②活断層 福井県内における活断層の分布による。(図5－7参照) 
③期間 平成5年から平成16年の過去12年間の総データを用いる 
④48時間雨量 各要因による通行規制実施日の前日及び当日の雨量の合計mm 
⑤洪水警報の1時間雨量 洪水警報は平野部において1時間雨量で40～50mm以上が目安 
⑥実効雨量 通行規制を行ったことのない路線の場合、最小危険雨量(洪水警報に
おける1時間雨量)を用いる 
⑦通行止め規制件数(降雨) 通行規制原因が、「雨量基準オーバー」「土砂流」「雪害」等の洪水災
害により被害が増す要因 
⑧通行止め規制件数(地震) 通行規制原因が、「落石」「法面崩壊」「道路崩壊」「その他」等の地
震災害により被害が増す要因 
⑨耐震対策箇所 県が実施している「道路防災総点検」による路線ごとの対策箇所数
地震による災害発生確率(PE) 県内全地域で同一確率とする 
災害強度(I) 単位距離当たりの通行規制件数と、雨量及び活断層の関係から算出
洪水災害の脆弱性(ZF) 災害危険度の回帰直線との関係による。(図5－9参照) 
地震災害の脆弱性(ZE) 耐震対策箇所の点検可否と路線延長の関係による。対策不要区間の
脆弱性は1とみなす 
地震災害のリスク(RE) 求められた洪水災害リスク(ＲＦ)と地震災害リスク(ＲＥ)の大きさ
を考慮しω係数を100とする 
リスク・ランク 求められた災害リスク(Ｒ)のlog10値より、4分類する (I：1≦R<2、Ⅱ：2≦R<3、Ⅲ：3≦R<4、Ⅳ：4≦R< 5) 
※以下の現況および計算に用いるデータは、この番号を用いて示す。 
４－３－２ 対象地域における道路の安全性評価 
（１）対象地域 
評価対象地域として、過去の自然災害による通行止め規制の状況や孤立可能性のある集落注 3)の
分布、そして災害危険区域に指定されている区域等を考慮し、モデル地区として福井県内の三つ
の地域（奥越、越前海岸、若狭）を選定した。対象路線は、地域内の幹線道路である一般国道、
主要地方道、一般県道とした。対象地域
の一部として奥越地域の道路網および過
去 12 年間の自然災害による通行止め規
制の現状を図－3、奥越地域の道路の現
況を表－3 に示す。 
図－３ 過去 12 年間の通行止め規制の現況 
 
（２）評価結果 
前述した評価方法を踏まえて奥越地域
について計算した結果は、図－4 に示す
とおりである。なお、安全性評価の計算
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表－３ 奥越地域における道路の現況 
通行規制件
数 ⑨ 区 
分 
路線 
番号 区間数 
① 
(km) 
⑥ 
(④、⑤に
より、mm) ⑦ ⑧ 
脆弱性※
要 済 
平日 12 時間 
交通量 
(各区間の交通量
の合計/区間数)
157 9 68.8 2,547 28 8 3.3 62 3 4,160 
158 9 62.2 3,761 35 8 3.1 62 4 3,687 
416 3 15.4 120 - 2 3.3 6 - 4,685 
一 
般 
国 
道 476 1 2.4 438 3 4 3.0 1 - 3,249 
17 2 8.0 80 - 1 3.0 4 - 5,858 
26 3 19.6 120 - - 3.0 7 - 2,666 
31 2 7.9 80 - 1 4.0 - - 3,266 
地 
方 
道 34 1 14.4 562 5 2 2.0 2 - 1,293 
112 1 12.4 109 1 - 3.0 - 1 620 
127 2 12.9 2,201 15 5 1.0 1 5 228 
131 1 2.3 40 - - 4.0 - - 4,052 
132 1 1.9 40 - - 3.0 - - 1,313 
135 1 7.5 296 3 2 3.0 11 - 1,907 
168 1 12.9 365 4 2 3.0 3 1 2,786 
169 1 3.2 40 - - 3.0 1 - 450 
170 1 9.8 63 1 - 3.0 - - 1,097 
171 1 12.2 40 - 2 3.0 - 1 507 
173 1 20.8 1,247 11 6 2.0 18 1 668 
174 1 7.6 321 1 - 1.0 3 3 303 
221 1 9.5 118 1 1 3.0 1 - 155 
230 1 39.0 1,750 15 5 2.0 - - 107 
239 1 8.5 40 - - 3.0 1 - 257 
240 3 12.2 120 - 3 3.3 1 - 1,056 
一 
 
般 
 
県 
 
道 
260 1 1.2 40 - - 5.0 - - 2,139 
※図－2 に示した回帰直線を基準として、直線の上ほど強、下ほど弱とみなし、弱 1 から強 5 までの 5 段階に表す。
例（一般国道 157 号のケース）を表－4 に示す。 
・奥越地域：全体的にみると、大野市と岐阜県をつないでいる国道 158 号および 157 号と、県
境の谷北六呂師線(一般 46044)、上小池勝原線(一般 66059)のリスクがランクⅣと高い結果とな
っている。なかでも、勝山市内の勝山丸岡線(主 4037)、藤巻下荒井線(一般 66053)、勝山停車
場線(一般 6033)と、大野市内の、松ヶ谷宝慶寺線(主 4082)、本郷大野線(一般 56018)のリスク
がランクⅢとやや高い結果となっている。 
・越前海岸地域：国道 305 号を対象路線の基準とし、国道 305 号とリンクしている各路線の最
初の区間を対象にした。坂井市周辺のリスクは、ランクⅡ以下と比較的低い結果となったが、
福井市菅生町の周辺から国道 305 号の以南の殆どの区間のリスクでランクⅣ～Ⅴまでと高い結
果となっている。また、大味漁港周辺の福井四ヶ浦線(主 64024)および越前町梅浦周辺の福井
四ヶ浦線(主 44001)のリスクがランクⅣと高い結果となっている。 
・若狭地域：敦賀市以南の全地域を対象としているこの地域では、国道 303 号のリスクがラン
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表－４ 道路の安全性評価（一般国道 157 号の例） 
データ P A R 
I Z ※１ 
通行止件数 N Ze 道
路
番
号 
区間 
番号 
fN 
=⑦ 
+1.
0 
eN 
=⑧ 
+0.2 
Pf
= 
fN/
①
Pe 
If 
= 
(fN/①) 
×⑥ 
Ie 
= 
(eN/①)
×② 
Zf
耐震対
策=⑨×
(要:2,済:1)
= 
耐震
対策
×①
Af 
= 
If × Zf
Ae 
= 
Ie × Ze 
Rf 
= 
Pf × 
Af 
Re 
= ω ×
(Pe×Ae
) 
※２ 
ω=10
0
R 
= 
Rf + 
Re 
l
o
g
(R)
※
３
ラ
ン
ク
31034 1 0.2 0.11 3.8 0.02 3 2 54.0 572.4 11.3 10.8 1.3 1,080 1,081.3 3.0 Ⅲ
1034 1 0.2 0.57 19.0 0.10 3 1 1.0 2.1 57.1 0.2 32.7 20 52.7 1.7 Ⅰ
1035 1 0.2 0.34 11.4 0.06 3 1 1.0 3.5 34.3 0.2 11.8 20 31.8 1.5 Ⅰ
クⅤと非常に高く、国道 162 号の小浜
市田鳥から阿納周辺の一部区間(1058)
と、佐田竹波敦賀線(主 64077)、河内
熊川線(一般 46052)、常神三方線(一般
66092)のリスクがランクⅣと高い結
果となった。 
（３）交通量との関係 
以上で求めた各道路区間のリスクによ
る社会的影響を交通量との関係から考え
ることが重要である。ここでは、社会的
影響として、各道路区間のリスクと平日
12 時間交通量との関係を把握する。結果
は図－5 に示す。 
全体的にみると、交通量が低い道路区間ほどリスクが高い傾向となっている。 
中でも、全路線の 167 区間に対して 20 区間（約 20％）のリスクがⅣ以上と非常に高いものの、
これらの殆どの区間は、交通量が 5,000 台以下とそれ程多くない。具体的には、一般国道 157 号
1036 1 0.2 0.23 7.7 0.04 3 1 1.0 5.2 23.1 0.2 5.3 20 25.3 1.4 Ⅰ
県 
1037 2 0.2 0.69 58.1 0.06 4 1 1.0 3.2 232.5 0.2 159.8 20 179.8 2.3 Ⅱ
内 1 
同 5 
1038 2 0.2 0.54 54.6 0.05 4 1 1.0 4.1 218.5 0.2 117.3 20 137.3 2.1 Ⅱ
一 7 
1039 5 1.2 1.00 325.8 0.19 3 2 16.0 99.2 977.4 19.2 977.4 1,920 2,897.4 3.5 Ⅲ
1.0 
1040 1 2.2 0.24 3.0 0.16 3 2 172.0 2,322.0 8.9 378.4 2.1 37,840 37,842.1 4.6 Ⅳ
51040 23 5.2 1.00 1,959.5 2.55 4 2 12.0 244.8 7,838 624.0 7,838.0 62,400 70,238.0 4.8 Ⅳ
※1．通行止め規制件数のない区間に対して、12年間の発生確率 0.1を基準とした 1.2を、fN と eNに分けて適用する。 
※2．降雨災害に対する地震災害の重み係数 ωは、地震災害の重要性を考慮して 100 とする。 
※3．ランクは、Ⅰ:1≦log(Ｒ)<2、Ⅱ:2≦log(Ｒ)<3、Ⅲ:3≦log(Ｒ)<4、Ⅳ:4≦log(Ｒ)である。
※道路上の数字は区間番号である。 
図－４ 奥越地域における道路の安全性評価 
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図－５ 道路のリスクと交通量の関係 
および 158 号の一部区間
（交通量 3,000 台以下）、
一般県道の上小池勝原線
の一部区間（交通量1,000
台以下）および谷北六呂
師線の一部区間（交通量
2,000 台以下）でリスク
Ⅳの評価結果となり、こ
れらの道路区間の整備を
通じた安全性確保の観点から再検討が必要となる。また、対象地域別にみてリスクの高い路線の
交通量は以下のとおりである。 
・奥越地域：国道 157 号、158 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）であり、一般
県道の中では、上小池勝原線の一部区間がリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）、谷北六呂師線の一
部区間がリスクⅣ（交通量 2,000 台以下）である。 
・越前海岸地域：国道 305 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 4,000 台以下）であり、一区間で
はリスクⅤ（交通量 2,000 台以下）と非常に高くなっている。主要地方道の中の福井四ケ浦線
の一部区間はリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）である。 
・若狭地域：国道 303 号の一部区間がリスクⅤ（交通量 6,000 台以下）と非常に高く、国道 162
号の一部区間がリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）となっている。また、主要地方道の中の佐田
竹波敦賀線の一部区間がリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）であり、一般県道の中では、泊小浜
停車場線および常神三方線の一部区間がリスクⅣ（交通量 2,000 台以下）、河内熊川線の一部区
間はリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）である。 
 
４－４ おわりに 
本研究で得た知見は以下のとおりである。 
① 市町村に対する意識調査を行った結果、過去 30 年間程度の間では台風や豪雨による被災が
多いこと、地域防災計画では災害の中でもとくに地震や風水害に重点が置かれていることが分
かった。また、各市町村の災害対応に対する評価とその理由についても確認した。 
② 自然災害に対する道路の安全性の評価方法を検討した結果、降雨および地震に対する道路の
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総合的な安全性を判断することができ、道路区間の相対的な安全性の評価基準を定めることが
できた。 
③ 福井県内の事例に対して評価方法の適用を試みた結果、自然災害に対する道路区間の相対的
なリスクが算出でき、交通量とリスクの関係についても確認できた。 
 
＜補注＞ 
1）道路とは、県内及び地域間相互を連絡する道路で、広域的な活動、交流を支える幹線道路である。
本研究では、高速道路、一般国道、主要地方道および一般県道を対象とした。 
2）ある有害な原因（障害）によって損失を伴う危険な状態が発生するとき、[損失]×[損失の発生する
確率]の総和を指す 5) 。 
3）道路交通または海上交通による外部からのアクセスが自然災害による要因等で困難となり、住民生
活が困難もしくは不可能となる状態。福井県内には 1,070 の集落があり、その内孤立する可能性の
ある集落は 230 とされている6)。 
 
＜参考文献＞ 
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木計画学研究・論文集、No.14、pp.333-340、1997. 
2) 嶋田喜昭、加藤哲男、本多義明、自然災害を考慮した道路網評価に関する基礎的考察、第 30 回都
市計画学会学術研究論文集、pp.97-102、1995. 
3) 小塚みすず・東隆司・本多義明、地方部における自然災害に対する道路の役割に関する基礎的研究、
第 34 回土木計画学研究・講演集 CD-ROM、2006. 
4) 宇佐美誠史、寺内義典、川上洋司、本多義明、災害時の道路網評価における道路の強靭性に関する
研究、土木計画学研究・論文集、Vol.15、pp.713-719、1998. 
5) 日本リスク研究学会、HAND BOOK of RISK RESEARCH、TBS ブリタニカ、pp.16、2000 
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第５章 
韓国農村地域における住民意識を考慮した道路交通環境の改善 
５－１ はじめに 
５－１－１ 研究の背景 
韓国の農村地域の道路注 1)は、地域住民の交通便益や農業生産および流通の向上、農村工業化の
産業基盤として重要な社会資本である1)。それにも関わらず、韓国の道路政策は、国家的な幹線道
路網の拡充に重点をおき、農村地域の道路の重要性を認識しながらも複次的な開発対象として位
置づけてきたため、都市との道路整備率の格差やそれに伴う生活環境の立ち遅れなど、さまざま
な農村地域の社会的問題が浮き掘りとなってきた。 
しかしながら、国家経済の発展による農村地域の経済的進展は、農村地域のモータリゼーショ
ンの進展とともに交通需要を急増させたため、今日では農村地域の道路整備が地域開発の核心部
門として認識され、農村地域の立ち遅れた道路整備率の向上を最優先目標に力を注いできた。そ
の結果、農村地域においても道路の量的ストックが拡充され、その整備率が一定段階まで向上さ
れつつあるものの、農村住民の生活水準の向上に伴う社会的な価値観の多様化により、暮らしや
すさの視点からの安全性、快適性、利便性などを視野に入れた道路交通環境の改善が求められて
いる。 
よって、今後の農村地域における道路交通環境の改善のためには、地域社会の要請の変化に対
応し、従来の狭い意味での道路の量的な拡充段階を超えた、地域の暮らしを支える道づくりとし
ての点検・維持・補修体制の強化などの管理運用面をも含めた改善としての対策が不可欠といえ
る。 
 
５－１－２ 本研究の位置づけおよび研究方法 
表－1 および表－2 に示すよう、韓国の農村地域における道路交通環境の改善は、1970 年代の
セマウル運動事業から本格的にはじまり、2000 年度に入ってからの機械化耕作路拡張・舗装事業
に至るまで、各種政策や事業の実施による立ち遅れた農村地域の道路整備率の向上を目指してき
た。特に、地方の経済育成および首都圏集中抑制を謳った第 3 次国土総合計画(1992～2001)にお
ける地方圏開発の効果が得られなかったことに対する反省の声があがり、過去の国土開発過程か
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表－１ 韓国の農村地域における道路事業 
道路事業 主な事業内容 
・農村地域の道路改良事業の一部推進 
地域社会 1950 
・投資財源の限界と技術水準の立ち遅れなどによる質的な劣悪性および整備
実績の少なさ 年代 開発事業 
セマウル運動 ・まちの経済・社会・文化的基礎生活環境の改善に重点 1970 
年代 (新まちづくり) ・集落の路地や進入路、耕作農道など、集落内部の道路拡張 
・郡道以上の法定道路以外の道路に対し、政府による本格的な整備 
農村所得源 1980 
・住民の生産・流通活動への寄与度と地域住民の便益を高める効果が大きい
路線の整備 年代 道路事業 
農漁村道路 1990 ・1990 年の農漁村道路整備法の制定によって農村地域の道路を面・里・農道
の等級体系を整え法定道路化 年代 整備事業 
・耕地整理が完了した農耕地内に開設されている主要幹線・支線農道の整備
機械化耕作路 2000 
・農業機械化、農産物運搬、農業生産性の向上を目標とし、道幅が狭く非舗
装状態の道路を集中的に整備 年代 拡張・舗装事業 
ら累積されてきた国土の不均衡や環境破壊などの問題点を解消するため、国土の利用・保全に関
する長期的・総合的な政策方向を示す第 4 次国土総合計画 が策定された。 注 2)
表－２ 韓国における道路整備率の推移     (%)
年 国道 地方道 高速道路 特別・広域市道 市郡道
1951 - - 6( 0) 0.4( 0) 3( 0)
1961 - - 13( 8) 0.5( 4) 3( 9)
1971 100( 0) 34( 0) 28(30) 2( 2) 4(29)
1981 100(47) 62(40) 55(33) 11( 7) 13(12)
1991 100(22) 84(26) 92(-1) 73( 6) 62(17)
2001 100(39) 94(29) 97(15) 78(32) 60(49)
※ 韓国建設交通部統計便覧、2004 年 12 月 
※ 道路整備率は、総延長のうち舗装済み延長の割合を示す。 
※ 農村地域の道路のうち、地方道や市郡道が約 8 割を占めている。
※ （ ）の中の値は、総延長の 10 年間の伸び率である。 
部門別推進計画の中でも、これま
での拠点都市中心の開発方式から生
じた深刻な地域格差の解決を目指し
た地域間競争力の強化が謳われ、地
域特性を活かした個性のある発展戦
略の推進とともに、農村などの立ち
遅れた地域の新たな活路の開発を目
指す政策的方向を提示している。その背景には、中央政府主導のトップダウン計画立案方式から
脱却し、地方自治体および地域住民の意見を積極的に計画へ反映するボトム・アップ方式を取り
入れた段階的な計画過程の推進などがあげられる。さらに、そのアプローチ手法として、重点的
な地域発展のための推進体系としての自治体別の実務者と地域住民とのワークショップや公聴会
など、各政策への地域住民の意識の反映を提示している。 
このような状況にもかかわらず、韓国の農村地域における道路交通環境の改善に関する研究は
極めて少数であり、上述した地域住民の意識の反映に着目点を置いた研究はほとんどない。たと
えば、農村道路整備事業に着目したものとして、Soo-myong Choi et al．2)3)は、農村道路整備事
業の実績・投資配分などの分析を行い、農村道路の目標整備量の設定や整備投資を地域別に配分
する方式の政策的展開方向を提案している。また、農村地域の住民生活環境と道路交通環境の改
善に関するものとして、Gi-hwan Jung et al．4)は、農村生活環境の実態および変化動向の分析を
 54
－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
行い、整備区域の設定のための新たな対案の一つとして道路交通環境の整備・改善による生活整
備を提示しており、Jes-gil Park et al．5)は、農村の政策変化の必要性を提起し、地域交流の活性
化や農村空間の変化による定住環境改善のための道路交通環境の改善重要性を示している。 
これらの研究は、いずれも農村地域の生活環境の不十分な与件の一つとして、道路交通の不便
などによる経済的側面の問題点を取り上げているが、従来まで経験的に行われてきた道路の整備
量や投資効率などの効率性に重点をおき、道路の量的拡大による生活空間の構造的改善を目標と
している。そのため、農村地域の生活環境の向上に対応した定住生活圏の戦略として、アクセス
性の向上や道路網の連携、公共交通体系の構築など、道路の構造的整備にあわせた管理運用面の
改善といった課題を残している。さらに、道路政策上のボトム・アップ計画方式に着目点を置き、
道路交通環境に対する住民意見の反映に関しては全く言及していない。 
よって、これからの韓国の農村地域における道路の量的拡大にあわせた道路交通環境の改善に
向け、農村地域の道路交通環境に対する政策上の推進過程に注目し、地域住民のニーズや視点を
取り入れた改善を試みることは大きな意味を持つといえる。 
そこで本研究は、農村地域における住民参加や住民意見の導入による道路交通環境の改善を目
的とし、以下の 3 点を具体的な研究内容とする。 
① 韓国農村地域を対象地域に、道路関連データの整理や現地調査による実態把握と、住民意識調
査を行い、農村地域の道路交通環境における問題点の把握とその改善の重要性を確認する。 
② 地域住民が求めている道路交通環境を提供行うために、意識調査の結果を用いて道路交通環境
の様々な状況に対する住民意識と満足度の関係を探り、改善に必要となる項目の検討を行う。 
③ 以上のことを踏まえ、住民視点からみた道路交通環境の実態が満足度に及ばす影響の 2 点を考
慮した改善目標レベルの設定を試み、今後の農村地域における道路交通環境の改善方向を示す。 
 
５－２ 研究の対象地域 
５－２－１ 対象地域の現況 
6)、注 3)本研究では、著者らの先行研究 による韓国全体の農村地域の状況を基に、農村地域の一例
として韓国の忠清北道報恩(ボウン)郡を対象として取り上げた。以下に示す地域内の道路交通環境
を取り巻く状況から、対象地域の道路交通環境の改善が必要であると想定される。なお、対象地
域の周辺地域の位置関係は図－2 に示すとおりである。 
この地域は、表－3 および表－4 に示すように、農家世帯の割合が約 43％を占めている中、過
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去 20 年間の人口減少率が 52.7％と高く、
全国農村地域の平均値(41.3％)より著しい
減少率を示している。さらに、65 歳以上
の人口割合も 19.8%という韓国の平均高
齢化率注 4) (7.9%)に比べて約 3 倍となって
いるなど、過疎・高齢化が非常に進んでい
る農村地域である。 
また、図－2 と表－4 に示すように、韓
国の中部地方の忠淸北道に位置し、特に人
口の多い都市部に隣接しているため、これ
らの地域間を結ぶ各国道の一日交通量
がそれぞれ約 7000 台を超えるなど、
交通の要所として非常に重要な位置に
ある。そのため、表－5 と表－6 に示す
ように、地域内の道路現況は隣接市郡
部を結ぶ国道および地方道といった広
域道路の整備率は高い値を示している
ものの、これに比べて住民生活とも直
結している市郡道以下の道路整備率は
46％にとどまっている。しかしながら
地方道とほぼ同じ程度の非自動車系の
交通量を担っているため、地域住民の
生活道路として多く利用されている道
路交通環境の劣悪な状況が想定される。 
図－２ 対象地域 
表－３ 対象地域の現況 
農家世帯 20 年間 人口密度 世帯当り
面積(㎢) (人/㎢) 割合 人口減少 自動車台
これらの状況から、過疎・高齢化に
向けて地域住民の安定した生活空間の
確保や地域社会の維持のために、地域
間を結ぶ広域道路だけでなく地域内の
各集落間をつなぐ生活道路としての道路整備に向けた道路交通環境の改善が急務な地域であると
いえる。 
報恩郡 584.48 69.15 43.3% 52.7％ 0.75 
※ 忠清北道報恩郡 2005 年統計年報、2004 年 12 月 
 
    表－４ 隣接都市と対象地域の人口構成     (人)
隣接都市 人口 報恩郡 人口(%) 
合計 1,438,778 40,420(100)大田広域市
清州市 15歳未満 617,254 5,964(14.8)
尚州市 15歳～64歳 115,693 26,453(65.4)
淸原郡 65歳以上 112,562 8,003(19.8)
※ 大韓民国統計庁、国民総調査、2004 年 12 月 
 
    表－５ 農村地域の道路整備現況       (Km､%)
全国農村地域 報恩郡  
総延長 整備延長 総延長 整備延長 整備率 整備率
13,414.8 13,054.0 97.3 91.6 91.6 100.0国道
17,277.9 13,545.4 78.4 101.8 92.8 91.1地方道
47,367.5 27,967.3 59.0 213.3 98.2 46.0市郡道
80,638.3 57,144.9 70.9 406.7 282.6 69.4総計
※ 韓国建設交通部統計便覧、2004 年 12 月 
 
   表－６ 地方道および市郡道の平均交通量 (台/24H) 
非自動車系 
道路 自動車系
計 農機械 自転車 歩行者 二輪車
1,977 165 53 24 19 70地方道
831 139 37 12 25 65市郡道
※ 忠清北道報恩郡建設課、2005 年 10 月 
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５－２－２ 現地調査 
地域内の道路状況の詳細な実態把握のために現地調
査を行った。調査では、役場の道路系担当者のヒアリン
グ調査により道路交通環境の実態に対する情報を得た
あと、対象地域の道路状況の写真撮影を行った。 
ヒアリング調査によると、2005 年に入り農村地域の
道路整備における国家予算の著しい削減(約 30%減)によ
り、整備予定区間の整備遅延などが起きているため、道
路交通環境の改善や管理運用面の効率性や効果がより
重要視されている。 
  
また、図－2 に示したように、対象地域を東西に貫通
する新たな高速道路の建設が終盤を迎えており、地域内
に 3 ヶ所の IC の建設が新設される予定であるため、隣
接地域を目的地とした高速道路の出入り交通などの通
過交通量の増加が見込まれ、沿道環境の悪化を招くこと
が懸念される。そのため、これに合わせた地域内の道路
交通環境の改善が必要となっている。 
写真－１ 対象地域の道路状況 
写真－1 に対象地域の主な道路状況を示す。地域内のほとんどの道路は、路肩が狭く歩道のな
い両側 2 車線となっているため(左)、農機械の移動や高齢者と子供の出現が頻繁な集落周辺では、
走行スピードの速い通過交通により危険な状況が生じている。さらに、状況によっては(右)、路上
駐車や歩道上の障害物などが多くみられるため、歩行者の車道歩行や無秩序な道路横断などによ
って危険な状態となっている。そのため、この地域では道路の拡幅や歩道の設置などの整備に加
え、高齢者や子供の多い集落周辺の道路の速度規制や中心市街地の駐車規制など、管理運用面の
改善も重要であるといえる。 
 
５－３ 道路交通環境に対する住民意識 
道路交通環境に対する住民の参加や住民意見の導入に着目し、意識調査を行い対象地域の道路
交通環境におけるさまざまな状況に対して地域住民がどう考えているかを把握する。 
５－３－１ 調査概要 
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表－７ 調査概要 地域内に居住する 15 歳以上の住民
を対象に意識調査を行った。なお、本
調査では、さまざまな道路を取り巻く
環境の中でも、とくに自動車移動と関
連している「走行環境」と、歩行者移
動と関連している「歩行環境」までを
道路交通環境とみなし調査を行った。
調査概要および質問内容は表－7 に示
すとおりである。 
･調査時期 2005 年 8 月中旬 
･対象地域 忠清北道報恩郡（韓国） 
･調査対象 対象地域内に居住している 15 歳以上の住民 
･調査方法 留置調査法 
･配布数  380 票 
（母集団:33,365、精度:0.05、信頼度:0.95） 
･抽出率  1.14％ 
･回収数  296 票(回収率:78％) 
･質問内容 問 1．個人属性 
問 2．走行環境の状況 
問 3．歩行環境の状況 
問 4．道路環境に対する総合的な満足度 
表－８ 回答者の個人属性        (%)
表－8 の個人属性をみると、調査対
象の年齢構成が地域全体の年齢構成に
比べ大きく偏っていないため、地域内
の全体年齢層が抱えている意見がおお
よそ反映できたといえる。また、主な移動手段では、回答者の約 6 割が自動車運転者（以下、「運
転者」とする）であり、公共交通をはじめ自転車や徒歩などによって主な移動を行っている交通
機会不利益
年齢別 主な外出頻度 性別 主な移動手段
20 代以下 ほぼ毎日 自動車 19(22) 47 62
7)、注 5)以下、「非運転者」とする）の割合が約 4 割を占めていることから、道路交通環
境に対する一方的な視点にとどまらず、走行環境と歩行環境の両方に対する運転者と非運転者の
両者の意見を十分に得ることができたといえる。 
 
５－３－２ 調査結果 
道路に係る有識者らの議論注 6)により抽出した質問項目と回答結果を表－9注 7)に示す。なお、回
答結果では、各道路交通環境に置かれることが「多い」と回答した割合が、「ふつう」や「少ない」
の回答割合に比べ大きな差がみられなかった。そのため、表－9 に各道路交通環境に対する回答
割合に加え、各項目と「道路交通環境に対する総合的な満足度」をクロスした結果を示し、回答
ごとの「総合的な満足度」の傾向を探る注 8)。 
まず、回答割合をみると、「走行環境」では「幅が狭い道路を通ること」、「交通マナーの悪い運
転者を見かけること」、「凸凹や段差のある道路を通ること」が多いといった回答割合が高い。な
お、郡道以下の生活道路の低い整備率に起因する整備面の指摘が多いことに加え、運転マナーな
ど、既存ストックの管理運用面に対する指摘も多くあげられている。 
30 代 27(14) 週に3～5回 28 公共交通 1367男 (51) 
40 代 週に1～2回 自転車 21(17) 19 14
50 代 月に 1～2回 徒歩 23(23) 5 1033女 (49) 年に 1～2回 その他 60 代以上 1 1 10(24)
※（ ）の中の値は、対象地域の実際の年齢構成割合 
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表－９ 各質問項目の回答結果        (%)次に、「歩行環境」では、「無
断駐車が歩行の邪魔になる
こと」、「交通マナーの悪い自
動車を見かけること」、「歩道
上の障害物で仕方なく車道
を歩くこと」が多いといった
割合が高い。このことから、
歩行環境は走行環境と異な
り、歩道の整備面に対する指
摘よりも、歩道の管理運用の
面に対する指摘が多い。 
多い ふつう 少ない
問 質問項目 
満 不 満 不 満 不
33 36 31 幅が狭い道路を通る 27 73 42 58 52 48
26 38 36 交通マナーの悪い運転者を見かける 19 81 26 74 64 36
23 42 35 凸凹や段差のある道路を通る 22 78 33 67 63 37
22 35 43 
さらに、各道路交通環境に
対する回答ごとの満足度の
傾向をみると、危険または不
便な状況に置かれることが
「多い」といった回答の中で
は、「不満」の意見が明らか
に多くみられた。しかし、悪
い道路状況が「少ない」とい
った回答の中にも、「不満」
の意見を多く抱えているこ
とがわかる。そのため、「各
道路状況に対して危険や不
便を感じない」→「道路交通環境に対して満足している」といった一般的な考え方と住民意識は
異なっているといえる。 
以上の調査結果により、地域住民の視点からみた各道路状況に対する意識の強弱と満足度の傾
向が把握できた。しかし、安易に「道路状況が悪いから改善すべきである」とは言い切れない。
すなわち、道路整備率が高まり、悪い道路状況が解消されつつあるとはいえ、道路利用者である
地域住民は「道路交通環境が真に改善された」と実感していると考えられない。そのため、地域
住民の意識を考慮した道路交通環境の改善のためには、「各道路状況」と「道路交通環境に対する
無断駐車で流れの悪い道路を通る 14 86 40 60 49 51
22 38 40 舗装などが未整備である道路を通る 32 68 47 53 40 60
16 34 50 
走
行
環
境 
工事や通行止めなどの情報収集ができ
なく走行が困ったこと 25 75 26 74 50 50
15 42 43 信号が見難く、視野が悪い道路を通る 20 80 43 57 47 53
12 38 50 渋滞している道路を通る 8 92 37 63 50 50
32 37 31 無断駐車が歩行の邪魔になる 19 81 41 59 61 39
26 38 36 歩道上の障害物などで車道を歩く 23 77 37 63 50 50
24 41 35 交通マナーの悪い自動車を見かける 21 79 32 68 63 37
22 41 37 バスが時間通りに来ない、バス停が遠く
快適ではない 18 82 27 73 62 38
18 36 46 凸凹や段差のある歩道を歩く 28 72 28 72 50 50
17 40 43 
歩
行
環
境 
舗装などが未整備である歩道を歩く 29 71 37 63 44 56
15 37 48 看板などで視野が悪い歩道を歩く 20 80 27 73 52 48
11 40 49 工事や通行止めなどの情報収集ができ
なく歩行が困ったこと 18 82 22 78 55 45
満足 ふつう 不満
道路交通環境に対する総合的な満足度 19 58 23 
※ Kruskal-wallis の順位和検定 1％有意 
※ 回答割合の下段：各項目と「総合的な満足度」のクロス集計による。 
※ 満：満足、不：不満
 59
総合的な満足度」の間の関連性に分析視点を置き、住民意識のより詳細な分析によるその関係を
明らかにする必要がある。 
 
５－４ 道路交通環境の改善のための必要項目 
意識調査の結果からは、各道路状況
に対して地域住民はそのまま受け入れ
ているかあるいは改善を求めているか
が明確ではなかった。そのため、本章
では、意識調査の結果を用いて「各道
路状況」と「道路交通環境に対する総
合的な満足度」との関連性を探り、改
善に必要となる項目について検討を行
う。 
表－１０ 道路交通環境の状況と住民満足度の関連性 
カテゴリ 
アイテム 範囲 偏相関
数量 スコア 
1 65 -0.19
 
５－４－１ 道路交通環境と住民満
足度の関連性 
本章では、「各道路状況」と「道路交
通環境に対する総合的な満足度」の関
連性、つまり、「道路交通環境に対する
総合的な満足度」を高めるためには「各
道路状況」のどの項目を改善すること
重要であるか（以下「重要度」という）
を探るため、「道路状況に対する総合的
な満足度」を外的基準注 9)とし、「道路
状況」の質問項目をアイテム注 10)にし、
数量化理論Ⅱ類を適用した。分析の結
果と質問項目を表－10 に示す。なお、
分析結果では、相関比が 0.31(判別的中
率 73%)となったが、外的基準平均値とアイテムのカテゴリ符号が正の関係と読み取られる項目が
2 45 0.28
舗 装 な
ど の 未
整備 
 
3 30 -0.01
0.47 0.12
1 66 0.11
2 48 0.09
視 野 の
悪 い 道
路 3 26 -0.43
 0.54 (3) 
0.13
(3) 
1 42 -0.22
2 53 0.09狭 い 道
路幅 3 45 0.09
 0.31 0.08
1 57 0.55
2 45 -0.46
道 路 上
の 無 断
駐車 3 38 -0.28
 1.02 (1) 
0.25
(1) 
1 49 0.08
2 52 0.08
悪 い 運
転 マ ナ
ー 3 39 -0.21
 0.29 0.08
1 83 0.14
2 40 -0.23
走
行
環
境
情 報 収
集 が で
きない 
 
3 17 -0.14
0.37 0.09
1 68 -0.19
2 50 0.26
舗 装 な
ど の 未
整備 
 
3 22 -0.02
0.45 0.11
1 62 -0.10
2 38 0.08
障 害 物
で 車 道
を歩く 
 
3 40 0.08
0.19 0.05
1 60 0.50
2 54 -0.37バ ス の
不便さ 3 26 -0.40
 0.91 (2) 
0.24
(2) 
1 45 0.11
2 46 0.20
歩 道 上
の 無 断
駐車 3 49 -0.29
 0.49 (4) 
0.13
(4) 
1 75 0.19
2 53 -0.25
歩
行
環
境
情 報 収
集 が で
きない 
 
3 12 -0.13
0.44 0.11
1 0.68 相関比：0.31 外的基準
平均値 判別的中率：73％ 2 -0.45
※ アイテムカテゴリ及び外的基準平均値は、「1,2,3」のそれぞれ
「少ない,ふつう,多い」及び「満足,不満」を示す。 
※（ ）の中の値は範囲および偏相関の順位 
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表－１１ 道路整備の必要項目 
多いため、この結果を採用し解釈することとした。 
まず、項目ごとのスコアの挙動をみると、「走行環境」では「道路上の無断駐車」、「視野の悪い
道路」といった項目が、「歩行環境」では「バスの不便さ」、「歩道上の無断駐車」といった項目が、
いずれも「道路交通環境に対する総合的な満足度」に強く結びついており、偏相関係数において
も、「走行環境」では「歩道上の無断駐車」、「視野の悪い道路」といった項目が、「歩行環境」で
は「バスの不便さ」、「道路上の無断駐車」といった項目が「道路交通環境に対する総合的な満足
度」に強い影響を与えている。 
しかし、「走行環境」での「舗装などの未整備」、「狭い道路幅」といった項目と、「歩行環境」
での「舗装などの未整備」、「障害物で車道を歩く」といった項目のスコアの挙動は、外的基準平
均値と反している。これは、意識調査の回答結果からもみられたように、これらの状況に置かれ
ることが「多い」と回答した住民だけでなく「ふつう」や「少ない」と回答した住民とも、多く
の「不満」の意見を持っているためであると読みとれる。 
 
５－４－２ 改善必要項目の検討 
道路交通環境における危険または不便な状況に置かれることが多くても、総合的な満足度が「満
全体 運転者 非運転者 50才未満 50才以上 属性
質問項目 実態 実態 重要度 実態 重要度 実態 重要度 実態 重要度 重要度
舗装など未整備道路 0.265 0.2811.79 0.125 1.89 1.68 1.77 0.147 1.83 0.488
視野が悪い道路 0.129 0.2231.83 1.89 1.78 0.090 1.77 0.075 2.00 0.409
幅が狭い道路 2.15 0.081 2.18 0.127 2.13 0.114 2.16 0.161 2.13 0.273
道路上の無断駐車 2.13 0.248 2.23 0.268 2.03 0.235 2.11 0.299 2.17 0.580
悪い運転交通マナー 2.13 0.082 2.20 0.190 2.05 0.219 2.20 0.194 1.96 0.539
走
行
環
境 
情報収集ができない 1.65 0.089 1.75 0.152 1.55 0.100 1.69 0.079 1.57 0.232
舗装など未整備歩道 0.3621.75 0.112 1.80 0.152 1.70 1.82 0.122 1.57 0.139
障害物で車道を歩く 2.00 0.050 1.95 0.206 2.05 0.331 2.03 0.083 1.91 0.496
バスの不便さ 1.98 0.240 1.93 0.113 2.03 0.328 2.08 0.396 1.70 0.211
歩道上の無断駐車 2.27 0.128 2.27 0.148 2.28 0.256 2.34 0.050 2.09 0.631
歩
行
環
境 
情報収集ができない 0.3091.73 0.108 1.73 0.121 1.73 1.79 0.155 1.57 0.234
相関比（判別的中率） 0.31(73%) 0.40(77%) 0.44(83%) 0.46(79%) 0.58(89%) 
判断基準 2.00 0.127 2.00 0.179 2.00 0.239 2.00 0.160 2.00 0.385
※「実態」：少ない:1.00、ふつう:2.00、多い:3.00 
※「重要度」：偏相関係数 
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足」の場合にはそれほど問題にならないが、危険または不便な状況が多くて「不満」の場合には
大きな問題を抱えていることとなり、その項目の改善は必要であるといえる。 
そこで、道路交通環境の改善に必要となる項目について検討を行うために、5-4-1 で求めた「重
要度」に加え、「各道路状況」の項目に対する住民意識の平均値を求めた（以下「実態」注 11)とす
る）。この「実態」と「重要度」の関係から、①「実態」の判断によって危険または不便と感じて
いる項目、②これらの項目の改善が住民満足度に大きな影響を及ばすことができる重要項目、を
改善必要項目として取り上げられる。さらに、地域の全般的な道路交通環境の改善必要項目を把
握するために、利用者層のより詳細な視点から回答者の主な属性ごとに「実態」と「重要度」を
求め表－11 に示す。 
まず、求められた「重要度」の判別度合いをみると、全体の相関比は 0.31 として高くないが、
これは地域全体住民のすべての属性を分析対象としているため、属性によっては道路あるいは歩
道に対する「実態」と「満足度」の基準の違いによると考えられる。しかし、各属性別の相関比
が 0.40～0.58 までやや高い値を示しているため、説明力があると判断できる。 
表－11 をみると、「走行環境」と「歩行環境」の両方とも「無断駐車」に関わる項目が多くの
属性から「実態」、「重要度」ともに判断基準を超えている。また「走行環境」では、「悪い運転交
通マナー」といった項目が、「歩行環境」では、「バスの不便さ」、「障害物で車道を歩く」といっ
た項目が多くの属性から「実態」や「重要度」が判断基準を超えているため、これらの項目も道
路交通環境の改善ための必要項目としてあげられる。このことから、この地域では、道路整備率
の向上とともに道路の構造的な問題は解消されつつあるものの、以上にあげられた項目のような
管理・運用面での道路交通環境の質的な強化が求められていることがわかる。 
特に、歩行回数が多く歩行時間が長いと想定される非運転者の方では、「歩行環境」の中のすべ
ての項目に対して判断基準を上回っているため、歩行環境に対する構造的整備から制度的規制ま
で多様な面での重点的な改善が必要であるといえる。 
以上により、各道路状況に対する「実態」と「重要度」の 2 点のかけ合わせといった新たな視
点から、単なる意識調査の結果からは把握し切れなかった、より実質的に地域住民が必要として
いる道路交通環境の改善項目が明確になった。 
 
５－５ 農村地域における道路交通環境の改善方向 
以上の「実態」と「重要度」を用いて道路交通環境の改善方向について検討を行う。検討には、
 62
－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
「実態」と「重要度」の関係から改善目標レベ
ルの設定を試み、これからの農村地域の道路交
通環境の改善方向についての考察を行う。 
実態 重要度 改善目標レベル 
改善目標レベルの設定における基本的な概
念を図－3 に示す。まず、「実態」が悪く「重
要度」が高い項目に対しては、道路状況に対し
て危険または不便と感じ、改善を行うことによって住民満足度に大きな影響を与えることができ
るため、改善しなければならないと考えられ「主要改善目標」と名づけた。次に、「実態」と「重
要度」のどちらかが欠けている項目に対しては、改善すべきであると考えられ「基本改善目標」
と、最後に「実態」も良く「重要度」も低い項目に対しては、今後改善した方が良いと考えられ
「補完改善目標」と名づけた。さらに、「重要度」よりも、「実態」に対する住民意識を優先視す
るものと考えられ、「基本改善目標」を「実態」と「重要度」の加減により「最大改善」および「最
小改善」にわけて目標設定を行った。 
以上の概念を基にし、表－11 の「全体」属性における各道路状況に対する「実態」と「重要度」
から求められた改善のための目標レベルと、それぞれの目標レベルごとに重点をおいて優先的に
行われるべき具体的な改善課題をまとめ表－12 に示す。 
まず、「主要改善目標レベル」では、
「走行環境」と「歩道環境」ともに無
断駐車に対する規制強化による改善が
あげられる。ここからは、整備されて
いる道路や歩道がこれらの要因によっ
て効果的に活用できていない状況を反
映しているとも考えられ、これからの
道路整備量の拡充の前段階として既存
道路交通環境の効果的管理運用による
改善を優先的に行うことが必要である。 
次に「基本改善目標レベル」では、巨大看板の撤去や夜間の照明設置などによる道路の視野確
保と、バス本数や快適なバス停の整備によるバス利便性の向上、そして農機械や歩行者とも安心
して移動できるよう路肩などの設置による道路幅の拡張とキャンペーンなどによる運転マナーの
改善があげられる。このことから、道路空間の充分な確保などの道路や歩道に対する改善だけで
高 高 主要改善目標
悪  
低 中 
高 中 
基本改善目標
 良 
低 低 補完改善目標
図－３ 改善目標レベルの概念 
表－１２ 改善目標レベルと優先的な改善課題 
優先的な改善課題 実態 重要度 改善目標レベル
道路や歩道上の駐車規
制強化 高 主要改善 悪
看板撤去・照明設置に
よる視野の確保 低 最大 悪
バス利用の利便性向上
農機械や歩行者とも安
心できる道路幅の拡張
基本 
改善 
高 最小 良
運転マナーの改善 
道路および歩道の路面
状態の更なる整備 
歩道上の障害物放置を
防ぎ歩行空間の確保 
低 補完 良
交通情報の提供 
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なく、周辺施設の道路構造物の整備や公共交通の適切な管理運用、さらにはキャンペーンなどに
よる運転マナーの改善を行っていくことが重要である。 
最後に、「補完改善目標レベル」では、以上に上げられた項目以外として、道路や歩道の舗装な
どの持続的な道路空間の整備や、歩道空間の障害物の除去による歩行空間の確保および歩行者の
安全性の確保、そして交通情報の提供があげられる。これらの整備は、現在それほど必要性が高
くないレベルであるが、今後の地域内の道路整備率の向上や交通量の増加に向けて、これからの
改善を行う際の管理運用面の効果を考慮に取り入れつつこれらの項目に対する改善が必要となる。 
 
５－６ おわりに 
本研究は、これからの韓国の農村地域における道路の量的拡大にあわせた道路整備に向け、地
域住民のニーズや視点を取り入れた道路交通環境の改善を目的とした。 
そのため、対象地域として韓国の報恩郡を取り上げ、実態把握と道路交通環境のさまざまな状
況に対する住民意識調査を行い、農村地域における住民視点からみた改善のための分析および検
討を行った。得られた主な成果を以下に示す。 
① 対象地域の実態把握および意識調査の結果、地域住民の生活道路の整備に向けた道路交通環
境の改善が重要である。しかし、各道路状況に対する意識と満足度は異なった傾向を表すため、
住民意識を考慮した道路交通環境の改善のためには、住民意識のより的確な分析が必要である。 
② 意識調査の結果からは把握し切れなかった、より実質的に地域住民が必要としている項目を
明確にするために、道路交通環境の改善に必要となる項目について検討を行った。その結果、
「走行環境」と「歩行環境」の両方とも無断駐車や運転マナー、そして公共交通などの道路交
通環境の管理運用面に関わる改善が優先的な改善項目として挙げられた。 
③ 以上の結果を踏まえ、今後の農村地域における道路交通環境の改善方向として、「主要」・「基
本」・「補完」という三つの目標レベルの設定を行い、それぞれの目標レベルごとに重点をおい
て優先的に行われるべき具体的な改善課題を提示した。 
以上により、農村地域の道路交通環境の改善の重要性が謳われ、その構造的な整備を中心にさ
まざまな道路事業が行われている中、これからの農村地域の道路交通環境の改善の方向として、
住民意識を十分に取り入れた改善目標レベルの設定による体系的かつ効果的な改善方向を示した。 
なお、本研究は、韓国においても単なる道路建設だけでなく、既存道路の有効活用を通じた道
路整備を図る必要があるため、韓国の特定の地域を取り上げた事例研究として、地域の事情に相
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応しい改善目標を提示している。しかし、農村地域の道路は、隣接市域との連携性や地理的な位
置、そして地域内道路の構造的な状況によって道路交通環境の実態やそれに対する住民意識が異
なることが想定されるため、このような研究の適用事例を増やしつつ農村地域の類型化などによ
る一般性と妥当性の検討が必要となる。また、今後はより多くの住民意見の反映を目標とした、
協力や参加を誘発させるための働きかけとシステムづくりなども必要といえる。 
 
＜補注＞ 
1) 本研究の主な対象となる韓国の農村地域の道路とは、「農村道路整備法および施行令」(韓国政府、
1991)より次のように定義されている道路を称する。「農村道路とは、道路法によって規定されてい
ない道路（邑・面地域内の道路に限る）として、農村地域住民の交通便益と生産・流通活動に共用
される道路である。」 
2) 憲法第 120 条第 2 項および国土建設総合計画法に法的根拠をおき、将来の経済・社会的変動に対応
しつつ国土の利用・開発・保存に関する将来像と長期的・総合的な政策の発展方向を設定する国家
最上位の総合計画である(2000～2020)。 
3) 著者らの先行研究では、韓国の過疎農村地域の効果的な道路整備のための基礎情報の提供を目的と
して、各種文献および基礎統計資料の収集による検討・分析を行った。その結果、農村地域の人口
過疎化の実態と、道路整備における政策や整備現況、また推進実績などの基礎現況が把握でき、農
村地域の道路整備における問題点およびその対策を探るための政策的な展開方向を提示した。 
4) 韓国の全体人口のうち、65 歳以上の高齢人口が占めている比率は 7.9％である。特に、全体農村地
域の高齢人口の平均比率は、1990 年約 12%から 2004 年現在の約 25%と急増している。 
5) 主に歩行や自転車などによって移動する交通弱者という意味に加え、自動車を保有しないか運転で
きない階層のことを示す。 
6) 著者らが所属している研究所の委託研究の一つであった「福井県の道づくりビジョンの策定」のた
めの基礎資料作成を目的として、著者らを含め福井県在住の道路管理に専門知識を持つ有職者 9 名
（うち学職経験者 1 名、道路管理運用担当者 7 名、その他民間事業所技術者 1 名）による議論内容
を参考にして道路交通環境における実態と考えられる項目を抽出した。 
7) 問 2 から問 3 の各質問項目については、｢非常に多い｣｢やや多い｣｢ふつう｣｢やや少ない｣｢非常に少
ない｣、問 4 については｢非常に満足｣｢やや満足｣｢ふつう｣｢やや不満｣｢非常に不満｣のそれぞれ 5 段階
で回答を得ている。そこで、「非常に多い」と「やや多い」を「多い」と、「やや少ない」と「非常
に少ない」を「少ない」と、同じく「満足」と「不満」と 3 段階の回答にみなしそれぞれの回答割
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合の合計を示す。 
8) 各質問項目に対する回答割合として、上段には全体回答に対する「多い」「ふつう」「少ない」の割
合を示し、その下段には各項目と「総合的な満足度」のクロス集計の結果から「多い」「ふつう」「少
ない」のそれぞれの回答の中での「満足」と「不満」が占めている割合を示す。 
9) 分析の明確性を高めるために、「道路交通環境に対する総合的な満足度」に対して「普通」と回答
した 156 票を削除し、「満足」と「不満」といった 2 群に分け分析を行った。 
10) 各項目の間に生じえる内部相関問題を回避するため、相関係数が 0.5 以上であった「凸凹や段差の
ある道路を通ること」、「渋滞している道路を通ること」、「凸凹や段差のある歩道を歩くこと」、「看
板や電信柱で視野が悪い歩道を歩くこと」、「交通マナーの悪い自動車を見かけること」の 5 つの項
目を削除し、説明力の強いものに代表させ分析を行った。 
11) 「道路交通環境に対する総合的な満足度」項目に対し、「満足」と回答した 56 票を除いた 240 票
を用いて各項目の平均点を求め「実態」とした。ただし、「実態」では、「ふつう」といった回答の
平均得点が 2 点となるため、2 点を目安として判断を行うこととする。 
 
＜参考文献＞ 
1）大韓民国政府、農村道路整備法・施行令、1991. 
2）Soo-myong Choi、Dong-jin Choi、農村道路整備事業の政策的展開方向、韓国農村計画学会、8（2）、
42～49、2002. 
3）Soo-myong Choi、haeng-wook Lee、農村道路の整備現況の調査・分析、韓国農村計画学会、9（3）、
25～34、2003. 
4）Gi-hwan Jung、Soon-chul Moon、Sang-gi Min、農村人口過疎化地域の類型別特性と対策、韓国
農村経済研究院、No.395、1999. 
5）Jes-gil Park、Dong-uoo Lee、都農統合型の定住基盤の形成と農村の計画的整備、国土開発研究院、
No.22、2002. 
6）李泰榮、川本義海、韓国過疎農村地域の効果的な道路整備のための基礎情報の提供、福井大学工学
部研究報告、54（1）、3～8、2006. 
7）日本都市計画協会、『都市・農村の新しい土地利用戦略』（柳沢厚他）、42pp、学芸出版社、京都、
2005. 
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第６章 結 論 
６－１ 研究のまとめ 
近年の過疎・高齢化や財政面での制約条件の高まり、より多様な生活の質向上に対する希求の
向上により、重要な社会資本としての道路の役割、整備のあり方の見直しが強く求められている。
このような状況の中、本研究では、従来までの道路交通の効率性重視ともすれば、全国レベルの
一律的な道路交通のあり方の見直しを前提に、地方部の非定常時における道路交通の性能や機能
面のあり方に着目し、道路交通を取り巻く地域実態（地理的かつ社会的な諸条件ならびに利用者
や管理運用面の主観的な意識など）の考慮として、特に、道路交通環境における積雪による悪化
（2 章）、過疎・高齢化による衰退（3 章）、自然災害による危険性（4 章）、農村地域の劣悪さ（5
章）に対してそれぞれの地域実態として主観的な利用者や地域住民の意識を基準に相応しい道路
交通環境の評価とこれに基づいた効果的な整備方向を提示した。 
 
本研究の各章で得られた成果をまとめると次のとおりである。 
 
第 2 章では、積雪時に見舞われる地域を対象として、利用者視点からみた冬期道路交通環境の
評価における重要項目を抽出した上で、各項目の実態に対する利用者の意識と道路管理者である
行政の対応に対する満足度の因果構造を定量的に把握した。そして、それに基づいて効果的な道
路交通環境の管理運用に関連した施策や事業の検討に資する判断尺度としての評価指標を提案し、
その指標を用いた整備方向の検討を通して提案した指標の有用性を示した。 
 
第 3 章では、過疎・高齢化が深刻な地域での道路交通の果たすべき役割に焦点をあて、地域住
民が求めている生活環境と定住意向の関連性の把握を通して、当該地域の生活基盤としての道路
交通の役割を実証した。さらに、その結果を踏まえ、過疎・高齢化地域における生活環境の社会
的な脆弱さの改善あるいは克服するために、定住条件向上の資する効果的な道路交通環境の管
理・運営の段階的な整備方向を提示した。 
 
第 4 章では、安全で安心な地域形成の重要な要件としての安定した道路交通サービスの確保と
維持のための道路自体の安全性を位置づけ、自然災害履歴ならびに道路交通実態の把握から特に
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重点を置くべき自然災害である「風水害」と「地震」に対する道路交通の区間別の安全性を評価
した。これによってリスクの程度を表わせることができる独-自的かつ定量的な尺度（R）を考案
した。そして、福井県内の道路網への適用を通して、危険区間の判定とそれを踏まえた安全性向
上に向けた道路整備重点区間の抽出において有用であることを検証した。 
 
第 5 章では、道路交通環境の水準が日本と異なる韓国の地方部を対象に、これまで考慮されて
こなかった地域住民のニーズや視点を取り入れた道路交通環境の改善方向を提示するために、意
識データを用いた綿密な実証分析を踏まえ、道路交通環境の質的向上を優先すべきことを明らか
にするとともに、改善目標レベルの設定とその達成のための具体的な改善課題を体系的に示すこ
とによって、道路交通環境の改善方向と効果的整備プロセスを明示した。 
 
以上により、本論で取り上げた地方部の道路交通環境を取り巻く様々な地域実態として、非定
常的な状況とこれらの状況に対する利用者側の意識に独自的な視点をおくことで、従来の整備効
率性といった整備基準による単なる客観的状況の改善ではなく、非定常的な状況における地域の
詳細な実態を十分に検討していくことが重要であることを示し、評価基準の選定のためのプロセ
スや整備方向に関する知見を基に整備課題を具体的に示すことができた。特に、受給者と供給者
の間の理解関係を解けつつこれらの関係に基づいた利用者側の考え方を取り入れた主観的な基準
による評価と、その対応として適した整備を行うことが、多様な地域特性が勘案されたニーズや
需要に対応できるより効果的な対策となることが提示できた。これは、これからの地方部の非定
常時における道路交通環境の整備のための評価や整備を行っていく際の必要性に応じた計画策定
基準となる検討資料として有用な視座となりうる。 
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６－２ 今後の課題 
本研究では、地方部の非定常時における道路交通環境の整備上の諸課題に対して、利用者実態
や住民意識に焦点をあてて評価を行い、これに基づく整備方向を提示し、その有用性を示すこと
ができた。今後、本研究の成果を活かして一層の道路交通環境の評価と整備方向の検討を進める
ためには、以下のような点が望まれるものと考えられる。 
 
様々な地方部の非定常時における道路交通環境の変化についてあらゆる角度からの把握を行い
より詳細な評価を行う必要があり、特に、地方部と大都市部、定常と非定常といった極端な両地
域実態といった視点の捉え方を広げ、両サイドの変化視点、すなわち地方部と大都市部の空間的
な境界地域や、定常時と非定常時の相互状況の時間的な変化に焦点をあて、これらの状況が想定
される地域における道路交通環境のあり方についても検討すべきであろう。また、道路交通環境
に対する視点を拡大し、対象となる諸要素の範囲をより幅広く捉え、道路交通環境の水準向上と
地域社会の持続・発展とのより密接な関係を示すことができる整備方向の提示が必要であろう。 
なお、本研究は限定された地域の調査結果であり、この結果を直ちに一般化することは難しい。
よって、今後このような利用者の意識が考慮できるプロセスの理論的枠組みを用い、これらの基
準が他の地域でも適用可能かを検討・調査研究を行い、道路状況に関する簡便でかつ定期的、継
続的なデータを蓄積しつつ地域的特徴や利用者意識が反映された道路交通環境の整備方向の一般
化や妥当性についてさらに検討する必要がある。また、行政の道路交通政策といった観点からは、
全ての利用者を考慮したサービスの提供が最も望ましい考え方であり、それによって高い評価を
得ることができる。そのため、今後視点を絞込み、高齢者や子供などのいわゆる交通弱者までを
対象としたより詳細な研究を行う必要がある。さらに、道路交通環境は、隣接市域との連携性や
地理的な位置、そして地域内道路の構造的な状況によってその実態やそれに対する住民意識が異
なることが想定される。そのため、このような研究の適用事例を増やしつつ地方部の類型化など
による検討が必要となる。 
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急斜面地区におけるバスの走行特性に関する研究 
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                                    福井大学 正会員   本多 義明 
 
1 はじめに 
1-1 背景と目的 
韓国釜山市は面積の約 7 割が山地であり，標高
100m以上の居住地域面積が 7.43 ｋ㎡と居住地域面積
の約 2％を占めるなど急斜面地区に開発が広がってい
る。これについて金1）は，朝鮮戦争時の避難民や近代工
業化によって急激な人口増に見舞われたこと，1972 年
に広域にわたり計画制限区域が指定されたことによって
居住地が高密度化し，斜面地域に開発が進んだことが
主因であるとしている。徒歩，自転車による移動が困難と
なる急斜面地区では交通弱者のための公共交通機関の
重要性は高くなる。しかし，急斜面地区の地理特性はバ
スの走行特性に大きく影響することが想定される。後藤ら
2）が指摘するように，長崎市をはじめ，わが国でも斜面地
区での高齢化が進み，公共交通機関導入の必要性が
叫ばれる現状を踏まえると，釜山市の急斜面地区におけ
るバス交通の特性を把握することは，わが国においても
有益な示唆をあたえるものと考えた。 
そこで本研究では，釜山市において急斜面地区を走
行するバスの走行特性を把握することで斜面地域にお
ける移動環境向上のための基礎資料を提供することを
目的とする。 
 
1-2 釜山市急斜面地区におけるバス交通の概要 
 本研究では既存研究1）で示される居住地域が多く
を占める標高 30m～100mの地域を斜面地区，標高
100m以上の地域を急斜面地区とする。 
釜山市が運行する市内バス路線は 184 路線あり，
一般のバス（159 路線）と，車内空間が広く料金が
やや高めに設定された座席バス（25 路線）がある。
表１は釜山市における斜面・急斜面地区の市内バス
の概要である。特に急斜面地区についてみると，路
線数，運行業者数とも 3 地区の中では最も少なく，
路線当たりの運行台数では斜面地区の半分程度であ
る。また平均配車間隔では，23.4 分と斜面地区の
1.6 倍，斜面地区以外の 1.1 倍となっている。また，
斜面地日平均運行回数についても 3 地区の中では最
も少ないなど，急斜面地区は比較的サービス水準の
低い地区であることが確認できる。 
表 1 斜面・急斜面地区の市内バス概要注１）
 斜面地区 急斜面地区 斜面地区以外
路線数 138 19 27
運行業者数 35 11 21
路線当たり運行台数 15.5 8.8 8.0
平均配車間隔(分) 14.4 23.4 20.9
日平均運行回数 107.7 63.9 75.2
 
図 1 釜山市の急斜面地区 
 
1-3 対象路線の選定 
本研究では，路線の需要，経路の重要性，標高差，
路線周辺の人口等を考慮し，釜山市でも特に人口が
集積した急斜面地区の路線である東区および中区の
山腹道路を対象区間とした（図 2）。 
この路線は，釜山市の都心部および旧都心部であ
る西面と南浦洞を連絡する需要の高い路線である。
車線は片側１車線で，緩急様々な横断・縦断線形が
複合している。また対象区間の高低差は最大 64m
である。 
Keywords:  バス走行挙動，斜面地交通計画 
*連絡先：mimura@ttri.or.jp 
TEL 0565-31-7543  FAX 0565-31-9888 
2 斜面地域のバス交通の走行特性 
2-1 調査方法 
 本研究では，走行特性を捉えるパラメータとして
走行速度，および道路環境の特性を示す巨視的パラメ
ータとして交通事故との関連性が明らかにされている3）
アクセレレーションノイズ（加速度変動，以下
AN）を取り扱う。分析に当たって，道路構造など
の特性によるバス走行挙動への影響を捉えようとす
るため，まず対象区間を 100m間隔で 50 区間に分割
し，それぞれの区間を道路構造，周辺状況，道路施
設によって特徴付けた。調査は，2006/3/14～17 に
実施し，交通量等の交通条件の変動による影響が極
力少なくなるよう，調査時間を朝 8:00～9:00 の時間
帯に限定した。 
走行速度の調査には容易に走行速度が取得でき，
マクロ的な分析に活用できる携帯型 GPS（Garmin
製 eTrex Legend）を利用した。調査により，西面か
ら南浦洞の北→南へ向かう運行の GPS の精度（位
置データの取得率）が明らかに高いことがわかり，
調査の目的が特に道路構造の影響をマクロ的に捉え
ることであったことから，北→南方向のみを分析対
象とすることとした。また調査は一日 2 回行い，走
行軌跡等から判断して精度の高い方を採用した。な
お 3/15 の 1 区間（区間番号 41）はデータ取得がで
きなかったため，分析に反映されていない。 
走行速度調査と並行して AN の調査を行った。調
査には容易に加速度を取得できる携帯型 3 軸加速度
計（SRIC 製 G-MEN DR02，最小サンプリング周期
10msec）を用いた。なお，調査の結果 3/17 の加速
度データは対象区間全般に渡って異常性がみられた
ため，分析から除外している。 
 
2-2 走行速度からみた走行特性 
（１）走行速度分布 
GPSのデータは，その特性上はずれ値の影響を考
慮する必要がある。そこでまず，4 日間で記録でき
た走行速度データ（全 2,936 データ）のうち，平均
速度+2s（78.9km/h）以上の速度データ（34 デー
タ）を除外した。次に区間毎の走行速度の代表値を
算出するに当たり，頑健なホッジス・レーマン推定
量注 2）を用いた。 
南浦洞方面     縦断面図       西面方面
図 2 対象区間 
対象区間 
図 3 に調査日の区間毎の走行速度を示す。日に
よって走行速度のばらつきが大きい区間とそうでな
い区間があり，特に大きい区間では 40km/h 以上の
開きがあった。そこで走行速度の要因分析を行うに
あたり，特にばらつきの大きい 3 区間（4 日間の走
行速度の最大差の平均値+2s 以上の差がある区間）
を分析から除外することとした。 
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（２）走行速度の要因分析 
どのような要因に走行速度が影響を受けている
のかを把握するにあたり，まず主に走行速度に影響
を与えると想定される要因の選定を行った。 
本研究では，急斜面地区における走行速度に影
響を与える要因として道路施設（バス停留所，信号
機，道路幅員，歩道），道路線形（曲率半径，縦断
勾配）沿道土地利用注 3）を取り上げた。 
これらの要因と走行速度の関係性を捉えるため，
走行速度を目的変数とする数量化Ⅰ類を行った。分
析に先立ち，説明変数の分散拡大指数 VIF をみた
ところ，すべての変数で 1.7 以下となり多重共線性
は避けられていることが確認できた。 
結果を表 2 に示す。重相関係数は 0.79 で，あて
はまりは良いといえる。関係の強さを示すレンジを
みると，縦断勾配，バス停留所，沿道土地利用，曲
率半径の順で値が大きいことがわかる。特に急斜面
地区の特徴である道路線形の大きな変化は，停車を
余儀なくされるバス停留所と同等以上ともいえる強
い関係性があり，走行特性に強い影響を与えている
ことが確認できる。ここで，特に道路線形に着目し
カテゴリごとの数量を見る。曲率半径は R100 以下
と以上で大きく異なり，平面線形の変化が走行速度
に与える影響の大きさがわかる。縦断勾配は+5％
以上もしくは-5%以上の急勾配で大きく速度が低下
し，円滑な運行に支障をきたすことが確認できる。 
 
2-3 AN からみた走行特性 
ANσ2 注 4）は一般道路において，運転者が一定の速
度を維持しようとするときの加速度の分散を示すもので
あり，速度変化が小さい場合は低い値となる。一般にσ2
は縦と横の成分をもつ。縦方向の成分は運転者のアク
セルとブレーキの挙動によって大きくなる。横方向の成
分は複数の曲率半径を持つ区間が複合する道路（例え
ば山腹道路など）で大きくなる。ここでは縦方向および
横方向のANを確認する。 
 
（１）縦方向の AN 
 図４にANの縦方向の変化を示す。全区間を通じ
ておおよそ 0.5～3.5(m/s2)2に収まっているが，日に
よっては 4.5(m/s2)2を超えるANを記録している区間
もある。 
表 3 は 3 日間の平均 AN 上位および下位 5 区間の
特徴を示したものである。上位 5 区間と下位 5 区間
を比較し，AN に与える要因を考察すると，道路幅
員が 3.5m 以上で，バス停留所があるか，もしくは
曲率半径が R100 以下で縦断勾配が±5%以上である
ことがわかる。バス停留所はバスの停車の影響が想
定される。道路幅員は走行のしやすさ向上の影響が
考えられる。曲率半径及び縦断勾配の大きさは進入
時の減速，通過後の加速による影響と考えられる。 
 
（２）横方向の AN 
 図 5 に AN の横方向の変化を示す。これをみると，
表 2 数量化Ⅰ類（走行速度） 
R=0.79 
  アイテム カテゴリ 度数 ｶﾃｺﾞﾘ 数量 レンジ 偏相関
道路 バス 有り 16 -5.40  8.19 0.50 
施設 停留所 無し 31 2.79      
  信号機 有り 8 -2.77  3.33 0.19 
  の有無 無し 39 0.57      
  道路 3.5m 以下 19 -0.47  0.79 0.05 
  幅員 3.5m 以上 28 0.32      
  歩道の 有り 22 -0.65  1.23 0.09 
  有無 無し 25 0.57      
道路 曲率 R100 以下 13 -3.88  6.34 0.35 
線形 半径 R100～400 19 0.71      
    R400 以上 15 2.46      
  縦断 5%以上 8 -4.79  8.42 0.38 
  勾配 1～4% 16 -0.30      
    ±1% 11 3.64      
    -1～4% 8 2.06      
    -5%以上 4 -3.36      
沿道  宅地 10 2.07  6.76 0.43 
土地  商業地 20 -3.67      
利用  それ以外 17 3.10      
  定数項     30.11      
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表 3 AN 上位・下位 5 区間の特徴（縦方向） 
 区間番号
バス 
停留所信号
道路 
幅員 歩道 半径 
曲率 縦断 
勾配 
沿道土地
利用 
上位 8有 無 3.5m 以上 無 R100 以下 -5%以下 それ以外
5 区間 31無 無 3.5m 以上 有 R100 以下 ‐1～5%宅地 
 7有 無 3.5m 以上 無 R100～R400+1～5% それ以外
 16有 無 3.5m 以上 無 R100～R400+1～5% 商業地 
 45無 無 3.5m 未満 無 R100 以下 +5%以上商業地 
下位 26無 無 3.5m 未満 無 R100 以下 +1～5% 宅地 
5 区間 36無 無 3.5m 未満 有 R100～R400‐1～5%それ以外
 10無 無 3.5m 以上 有 R400 以上 ‐1～5%それ以外
 28無 無 3.5m 未満 無 R100～R400+1～5% 宅地 
 20無 無 3.5m 未満 有 R100～R400±1% 宅地 
大きく AN の大きい区間（6~10，28~36）および小
さい区間（区間番号 11~21）に大別できる。区間番
号 6~10 は，曲率半径が小さく，かつ縦断勾配が急
な区間であり，区間番号 28~36 は異なる曲率半径
の道路が複合する区間である。また区間番号 11~21
は平坦かつ直線の区間である。よって概ね道路線形
による AN の変動は捉えていることがわかる。 
表 4 では縦方向同様，3 日間の平均 AN 上位およ
び下位 5 区間の特徴を示している。上位 5 区間と下
位 5 区間を比較し，先に見た道路線形以外で横方向
の AN に与える要因をみると，バス停留所の設置，
および商業地沿道で AN が大きくなる傾向が見受け
られる。バス停留所の場合は停車から発車にかけて
路肩に寄せる挙動，商業地沿道では荷下ろしなどの
路上駐車が比較的多いため，それの回避挙動が AN
に影響したと考えられる。 
 
3 結論 
 本研究で得た知見は以下の通りである。 
（a）走行速度の要因分析を行った結果，走行速度
と急斜面地区の特徴である道路線形の変化は停車を
余儀なくされるバス停留所と同等以上ともいえる強
い関係性があり，走行特性に強い影響を与えている
ことが確認できた。 
（b）急斜面地区における縦方向及び横方向の AN
をみた結果，縦方向では道路幅員が広く，バス停留
所がある，もしくは曲率半径 R100 以下と縦断勾配
±5%以上が複合する区間で AN が大きくなることが
わかった。また横方向では道路線形の変化が大きい
区間で，バス停留所がある，または商業地沿道で
AN が大きくなることがわかった。 
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注 
1）運行路線中に斜面・急斜面地区に該当する区間
が見られた場合のみ，当該区間を斜面・急斜面
地区としている。 
2）中央値より頑健な推定量であり，以下の式で求
めることができる。 
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +
21
ji
nji
xx
Median
≦≦≦
        （1） 
3）その区間において 50%以上を占めるものを当該区
間の土地利用として数量化を行っている。 
4)ANσ2は以下の式で示される4）。 
        dt
dt
xd
T
T 2
0
2
2
2 1 ∫ ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡=σ            （2） 
ここで，Tは旅行時間，
2
2
dt
xd は時間tにおける加速度で
あり，仮に加速度がΔt間隔で求められるとき，σ2は， 
∑ Δ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡= t
dt
xd
T
2
2
2
2 1σ           （3） 
表 4 AN 上位・下位 5 区間の特徴（横方向） 
 区間 バス 
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